
事業番号 - - -

（ ）

8

計算式 万円×％ 3,000×0.250 3,100×0.250 3,200×0.250 3,200×0.250

平均融資額×金利引下げ幅
（フラット３５の融資金利について、金利引き下げ実施に

係る初年度分経費）

単位当たり
コスト 万円 7.5 7.8 8

22,127 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 億円 26,454 26,595 25,829 25,353 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

フラット３５を通じて良質な
住宅の供給を支援する

フラット３５買取・付保実績
（金額）

活動実績 億円 26,961 25,605

単位 令和元年度

71,788 - -

当初見込み 件 92,140 90,434 86,269 83,049 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

89,356 83,488

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 27,977 30,652

活動内容
（アクティビ

ティ）

【補助金（証券化支援事業）】
省エネルギー性、耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する者に対して、フラット３５の借入金利の引き下げを行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

フラット３５を通じて良質な
住宅の供給を支援する

フラット３５買取・付保実績
（件数）

活動実績 件

主な増減理由

優良住宅整備促進等事業
費補助

26,977 23,652
【補助金】
補助対象の重点化により対象となる事業量が減少するため

【出資金】
被災者の自宅再建を支援するための災害復興住宅融資等について、
より一層支援を強化するため。
※令和４年度当初予算の1,000百万円は省エネ改修融資に対応する
出資金

独立行政法人住宅金融支
援機構出資金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

1,000 7,000

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○補助金(証券化支援事業)
　・フラット３５S（省エネ等）について、以下のとおり金利引下げを行う。
　　　性能が極めて優れた住宅：当初５年間0.5％、６年目以降10年目まで0.25％
　　　性能が特に優れた住宅　 ：当初10年間0.25％
　　　性能が優れた住宅　 　　　：当初５年間0.25％（令和３年度以後は既存住宅に限り補助金充当対象）
　・フラット３５地域連携型（子育て支援）の当初10年間0.25％の金利引下げを行う。
　・補助率は定額
○出資金(住宅資金融通等事業)
　・個人向け住宅に係る断熱改修工事及び再生可能エネルギー設備設置工事等の省エネ改修に対する低利融資を行う。（令和４年法改正事項）

実施方法 補助、その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 26,954 28,704 25,762

計 26,954 28,704 25,762 27,977 30,652

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

独立行政法人住宅金融支援機構法
第13条第１項第１号、第２号、第10号

関係する
計画、通知等

優良住宅整備促進事業等補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 26,954 28,704 25,762 27,977 30,652

補正予算 -

- - - -

事業名 住宅金融支援事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成19年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 国交 21 0003

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策
高齢社会対策、子ども・若者育成支援、少子化社会対
策、地球温暖化対策

主要経費 公共事業

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

○補助金(証券化支援事業)
民間金融機関による長期固定金利の住宅ローンの供給を支援する証券化支援事業等を通じて、省エネルギー性等に優れた住宅の供給促進等を行う。

○出資金（住宅資金融通等事業）
脱炭素社会実現のため、既存住宅ストックの断熱改修工事及び再生可能エネルギー設備設置工事等に対する低利融資を通じて、省エネ改修を推進する。

住宅金融室 室長　本間　優子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）



成果実績 万戸 113 124

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
制度導入時から勘案すると数値は上昇しており、目標達成に
向けて順調に推移している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 実績は見込みに概ね見合ったものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
補助対象事業費は、交付要綱により必要なものに限定され
ている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
本事業において、適切な融資限度額及び金利引下げ等を設
定しており、単位当たりコストの水準は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性及び耐久性・可変
性に優れた住宅について金利引下げを行うフラット３５Ｓを通
じて、住宅の質の向上を推進する等社会のニーズに対応し
た事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
民間金融機関単独では供給が困難な長期固定金利の住宅
ローンの供給を支援する事業等であるため、民間に委ねるこ
とはできない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
金利引下げを通して省エネルギー性等の優れた住宅の取得
を促進するための事業であり、政策目的の達成手段として必
要かつ適切な事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P1（全体版）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年3月18日閣議決定）第２、目標６」
（長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定件数）国土交通省住宅局調べ（全国の所管行政庁の認
定実績）

- - 250
認定長期優良住宅のストッ
ク数を令和12年度までに約
250万戸とする。

認定長期優良住宅のストッ
ク数

達成度 ％ 45 50 54 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

136 - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

万戸 - -

１　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良
質な住宅ストックの形成を図る

事業名事業番号

外部有識者の所見

・とくになし

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
・金利引下げに係る経費について、毎年度補助金として措置しているが、適切に執行している。
・認定長期優良住宅のストック数が増えていることから一定の成果が出ていると考えられる。

改善の
方向性

住宅ローン利用者への周知等により、アウトカム指標としている認定長期優良住宅ストック数の増加に努めていきたい。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【補助金等交付】

　

支出先上位１０者リスト

A.

2021 国交 20

国土交通省 0003

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人住宅
金融支援機構

2010005011502 証券化支援事業 25,762 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 25,762 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金
証券化支援事業における金利引下げの経
費

25,762

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）住宅金融支援機構 B.

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0003

0003

平成30年度 3

令和元年度

平成28年度 3

平成29年度 3

平成26年度 2

平成27年度 2

237

平成25年度 2

現
状
通
り

所見も踏まえ、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、省エネ改修への融資について、より効果的なものとなるよう適切に見直すよう努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 222

国土交通省
25,762百万円

Ａ．（独）住宅金融支援機構
25,762百万円

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、改正建築物省エネ法が前国会で成立したことを踏まえ、省エネ改修への融資について、より効果的
なものとなるよう適切に見直すよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度

住宅金融支援機構が行う事業に要する資金を交付

証券化支援事業の実施



事業番号 - - -

（ ）
事業名 住宅市場環境整備推進経費 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成18年度
事業終了

（予定）年度
令和4年度 担当課室

2022 国交 21 0005

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

住生活の安定の確保及び向上を図るため、良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継、良質な居住環境の形成、国民の多様な居住ニーズが適切に
実現される住宅市場の環境整備及び住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保といった目標を達成するために必要な住宅市場の環境の整備
に資する各種検討や調査を実施することを目的とする。

住宅経済・法制課住宅金融室
住宅企画官付
住宅生産課
参事官（マンション・賃貸住宅担当）

室長　本間　優子
住宅企画官　皆川　武士
課長　山下　英和
参事官　矢吹　周平

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

-

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 64 95 95 91 113

補正予算 -

- - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

事業の目的を達成するため、令和３年度は４つの調査等を行っている。
①長期優良住宅の制度普及・運用の適正化に関する調査検討
②マンションストックの適正な管理及び再生のための調査検討
③住宅市場に係る総合的な調査
④住宅資産としての戸建て住宅利活用促進事業

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 64 92 94

計 64 95 95 91 113

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進調査費 91 113 新規事業として、
・老朽マンションの再生のための規制合理化等の調査検討経費
の実施を想定していること、並びに継続事業についても、
・住まいと住まい方に資する住教育促進事業のR5年度調査では、R4
年度で作成した住教育コンテンツを、自治体や企業等の現場での実
施
・住宅循環システムにおける住まいのSN構築業務については、R4年
度が現状の実態把握や海外の制度の収集・分析である一方、R5年度
はR4年度で収集した情報等を用いて、より深い検討を要することか
ら、高い分析能力や幅広い知見を有する技術者の対応が必要である
ということを想定しているため、増額要求となっている。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 97% 99%

執行率（％） 100% 97% 99%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 91 113

活動内容
（アクティビ

ティ）

少子高齢化や所得の減少等、社会経済情勢の変化を背景として国民の居住ニーズが多様化する中、住宅市場を対象に定点的な調査業務を
実施し、その動向を把握することで、住宅政策の企画立案のための前提条件を整える役割を担うとともに、地方自治体又は国民（消費者）を対
象としたガイドラインを作成するなど、戸建て住宅が住宅資産として利活用される市場の整備・構築や、戸建て住宅等の流動性の向上に資する
活動とする。

地方自治体の実効性の底
上げを図るとともに、国民
（消費者）が安心して利用
できる健全な市場の構築を
目指す。

調査本数

活動実績 本 3 4

250
令和12年度までに認定長
期優良住宅のストック数を
約250万戸とする。

認定長期優良住宅のストッ
ク数

成果実績 万戸 113 124

達成度 ％ -

年度

- - -

X：実績額(百万円）／Y：調査本数（本）

21 23 24 18

計算式

4 5 -

当初見込み 本 3 4 4 5 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

95/4 91/5

- 年度 12

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y 64/3 92/4

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

136 - -

目標値 万戸 -

- - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月18日閣議決定）第２　目標６」
（長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定件数）国土交通省住宅局調べ（全国の所管行政庁の認
定実績）



　

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

P70,71

％ - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度

中間目標 目標最終年度

7 年度 12 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値 - 66 75

令和12年度までに、25年以
上の長期修繕計画に基づ
く修繕積立金額を設定して
いる管理組合の割合を
75％以上とする。

25年以上の長期修繕計画
に基づく修繕積立金額を設
定している管理組合の割
合（H30:54％）【905/1688
組合　Ｈ３０マンション総合
調査】
※本指標は5年に一度の調
査で実績を把握しているた
め、R1、R2及びR3の実績
値は記載不可である。

達成度 ％ - - - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（国土交通省(2018)「平成30年度マンション総合調査」）

目標最終年度

- 年度 12 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値 兆円 - - - - 14

令和12年度までに既存住
宅流通及びリフォームの市
場規模を14兆円まで引き
上げる。

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模
※本指標は5年に一度の調
査で実績を把握しているた
め、R1、R2及びR3の実績
値は記載不可である。

成果実績 兆円 - -

達成度 ％ - -

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 民間事業者の選定については原則として競争入札により競
争性を確保しながら事業者を決定している。一般競争入札
（最低価格）による支出のうち、一者応札となったものがあっ
たが、原因分析を行い、履行期間確保のため公募の早期開
始、適切な応募期間の確保、同種業務の受注実績がある業
者に見積依頼を行うなどの周知活動等を改善策としている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
事業の執行にあたっては、国民の居住ニーズが多様化する
中、それを見極めながら事業執行が妥当であると判断した。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

住宅市場に対して働きかけるための施策を的確に企画立案
するとともに、その効果の検証及び見直しをすること、すなわ
ち、住宅市場関連施策のＰＤＣＡサイクルを最適化すること
は、政策責任者としての責務であり、国が実施するべき事業
である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本調査から得られる結果を実施施策の効果検証に活用し、
新たな政策の企画立案に活かすことにより、各政策目標の
実現を進めることができ、優先度が高い事業となっている。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

支出先の選定にあたっては、適切な公募期間を確保し、競
争性を確保した。業務の進歩状況と併せて費目・使途につい
て事業目的に即しているものかも確認しながら業務を進めて
おり、真に必要なものに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
必要な調査事項を整理した上で業務発注しており、受益者と
の負担関係は適正である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○

委託先に対して、調査設計・実施・成果物作成を行わせるた
めに必要な費用のみを支出しており、また、競争性を確保し
た調達により、単位あたりの調達水準は妥当なものとなって
いる。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

成果実績 ％ - -

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」）、
（国土交通省(2018)平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省(2018)「平成30年建築着工統計」）、（国土交通省(2018)「平成30年住宅着工
統計」）、（総務省(2018)「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォーム）国土交通省住宅局調べ（H30）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標



-

事業名事業番号

外部有識者の所見

・アウトカム指標の１つである「認定長期優良住宅のストック数」は，割合にしたほうがよいのではないか．この指標を含めて，アウトカム指標は，当該事業が住宅
ストックの健全化を目指していることがわかる．ところが，実際の予算使途は「調査業務」なので，これらの調査結果をどのように活かすのかがポイントになる．とこ
ろが，この点（活動部分）が資料からはみえないので，事業全体の効率性，的確性，経済性などを第三者が（あるいは内部的にも）評価することができないと私に
は思えた．

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業の過年度の調査結果を検証し、今後、住宅政策の企画・立案等のための調査等がより効果的・効率的なものとなるように努めるべきであ
る。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

①、②、④については、明確な公示内容になるよう留意の上、適切な公募期間を確保し、企画競争により業者を決定した。業務開始後は進捗
状況について綿密な連絡調整・打合せにより把握し、業務成果を調査報告書により確認した。
③については、委託先選定にあたり、一般競争入札を実施することにより、競争性の確保を図るとともに、一部の調査においては一者応札とな
ることを防止するために同種業務の受注実績がある業者に見積依頼を行うなどの周知活動等を行い、適切な事業者の選定に努めた。

改善の
方向性

企画競争により選定するものについては、令和4年度も引き続き、支出先の選定にあたって競争性を確保するとともに、必要性の高い調査を効
率的・効果的に実施し、適切な執行に努めて参りたい。
一般競争入札により選定するものついては、令和4年度も競争性のある手段による調達や制度設計等、引き続き予算の適切な執行に努めて参
りたい。具体的には、履行期間確保のため公募の早期実施、業務成果物納品部数の見直しを行うなど、調査期間に余裕を持たせることにより
品質確保を図るとともに、前年度業務を考慮したより実態に近い予定価格の設定を行う。

平成24年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

調査対象からの調査票回収において、高い回収率を達成す
るよう、不達率の改善、わかりやすい記入要領の作成や回
収にあたる調査員教育等を行うよう指示をするなど工夫を
行っている。

業務成果を確認し、今後の施策の展開に向けて、成果は十
分に活用できるものと考える。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
目標値の達成に向けて、過去の実績値から勘案すると数値
は上昇傾向にあり、成果実績は成果目標に見合ったものと
なっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

統計調査は、住生活基本計画においても、新たな政策の企
画立案に反映させるための重要な手段であるとされており、
新たな政策の企画立案にあたり実効性の高い手段となって
いる。また、本調査の結果については、実施施策の効果検
証に活用するなど、同計画で定める目標の達成状況の確認
に用いる等、十分に活用している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は、見込みの通りであり、十分な実績となってい
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

238

平成25年度 003

執
行
等
改

善
アウトカム指標については、住生活基本計画の次回改定に向けて検討を行う。また調査事項については、現在直面している政策課題を反映させ
た調査となるよう、調査内容の見直しを不断的に行い、今後講ずべき住宅政策の企画・立案等に効果的に役立つものとし、調査手順についても調
査結果等に影響がない範囲で効率化できる部分がないかを引き続き検討を行い、来年度以降の調査を改善してまいる。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 223

平成30年度 0005

令和元年度

平成28年度 005

平成29年度 005

平成26年度 003

平成27年度 004

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0005

00052021 国交

国土交通省 0005



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【随意契約（企画競争等）】

支出先上位１０者リスト

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人マンション計画修繕施工協会 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費等
調査書の配布・回収、調査結果の集計・分
析、報告書の印刷・製本

21.7

計 21.7 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1 85.8％ -

3
株式会社価値総合
研究所

3010401037091
戸建て住宅等の流動性向
上に向けたリースバックの
市場整備調査業務

17
随意契約

（企画競争）
1

2
株式会社サーベイリ
サーチセンター

6011501006529
令和３年度住宅市場動向
調査業務

21.5
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人マン
ション計画修繕施工
協会

2010405007810
マンションの管理の適正化
の推進に係る調査検討業
務

21.7
随意契約

（企画競争）
1 100％ -

-

5
株式会社市浦ハウ
ジング＆プランニン
グ

4010001000696
長期優良住宅の制度普
及・運用の適正化に関する
調査検討業務

11.4
随意契約

（企画競争）
2 99.7％ -

99.9％ -

4
株式会社建設技術
研究所

7010001042703
空き家所有者情報の外部
提供を通じた戸建て空き家
の流通促進調査事業

13
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

46.7％ -

8
株式会社建設物価
サービス

5010001015446
住宅金融市場に関する調
査業務

1.2
一般競争契約
（最低価格）

2 63.5％

2 99.5％ -

7
ワールドビジネスソ
リューション株式会
社

9010401104506
住宅局で保有する行政文
書等の電子化業務

2.8
一般競争契約
（最低価格）

14

6
一般社団法人住宅
性能評価・表示協会

5011105004467
住宅性能表示制度の利用
促進に関する調査分析業
務

4
随意契約

（企画競争）

- - -10 株式会社キタジマ 5010601023501
令和３年度住宅市場動向
調査（注文住宅）資料作成
業務

0.5
随意契約
（少額）

-

9
株式会社建設物価
サービス

5010001015446
住宅金融市場に関する調
査に関連するデータの精
査業務

0.6
随意契約
（少額）

- - -

住宅局

94百万円

A．民間事業者等（１０社）

94百万円



事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「社会・経済情勢の変化に対応した集団規定に係る規制・制度の見直しに向けた検討調査業務」（令和３年度）（国土交通省住宅局市街地建築
課）

100 - 100

目標値 ％ 100

100 100 - 100

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y 30/5 30/5

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

30/5 30/5

- 年度 4

5 - -

当初見込み 調査件数 5 5 5 5 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

5 5

100

各年度における建築基準
法集団規定に係る規制・制
度改革事項の達成割合を
１００％にする。

建築基準法集団規定に係
る規制・制度改革事項の達
成割合

成果実績 ％ 100 100

達成度 ％ 100

年度

100 100 -

X：実績額（百万円）／Y：調査本数（本）

6 6 6 6

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 30 39

活動内容
（アクティビ

ティ）

近年の経済社会状況の変化を踏まえつつ、建築等を通じた良好な市街地環境の形成を図るため、建築基準法上の集団規定に関する要望を実
現するため、求められる環境性能（周辺への影響度合い等）に基づく合理的な用途規制や近年の居住環境ニーズに対応した形態規制のあり方
や運用方策、規制・制度改革事項等について具体的に検討を行う。

建築基準法集団規定に係
る規制・制度改革事項の調
査

建築基準法集団規定に係
る規制・制度改革事項の調
査件数

活動実績 調査件数

主な増減理由

住宅市場整備推進調査費 30 39 社会的なニーズの変化に対応するため、調査対象項目を増加させる
必要があるため

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

近年の経済社会状況の変化を踏まえつつ、建築等を通じた良好な市街地環境の形成を図るため、建築基準法上の集団規定に関する要望を実現するた
め、求められる環境性能（周辺への影響度合い等）に基づく合理的な用途規制や近年の居住環境ニーズに対応した形態規制のあり方や運用方策、規制・
制度改革事項等について具体的に検討を進める。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 30 30 30

計 30 30 30 30 39

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

-

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 30 30 30 30 39

補正予算 -

- - - - -

事業名 市街地環境整備推進経費 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成18年度
事業終了

（予定）年度
令和8年度 担当課室

2022 国交 21 0006

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

近年の経済社会状況の変化を踏まえつつ、建築等を通じた良好な市街地環境の形成を図るため、建築基準法における建築物の形態、用途規制等の集団
規定のあり方や運用方策、規制・制度改革事項等に関する各種検討や調査を行うことを目的とする。

市街地建築課 課長　成田 潤也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
成果実績は、規制・制度改革事項の達成割合となっており、
成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
公募において最も効果的であり、低コストで調査することので
きる民間事業者を選定している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は、見込みの通りであり、十分な実績となってい
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○
市街地環境を形成する建築物の形態、用途規制等に関する
調査、分析に優れた知見を有する民間事業者を活用するこ
とで、より効率的かつ機動的に調査することができている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
調査項目については、国民からのニーズが高く、早期に対応
すべき事項を重点的に選定することで、最小限のコストで調
査を実施している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
一件当たりにかかるコストについては、設計業務委託等技術
者単価等に基づき適正な水準となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

調査結果については、建築基準法集団規定に係る規制改革
事項への対応に反映している。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支出先の選定に当たっては、十分な公募期間を確保すること
により競争性を高めるとともに、これまでに同様の業務を数
多く行い、市街地環境を形成する建築物の形態、用途規制
等に関する調査、分析に優れた知見を有する民間事業者を
選定している。
来年度以降は、より多くの事業者の応募を受けられるよう、
公示前事前情報について早期に公開し、事業者に対して広く
周知を行うなどの取組を行う。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要

性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
規制・制度改革事項に位置付けられているなど国民からの
ニーズが高い事項を選定している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
建築基準法は建築物に係る最低限度の基準を定めるもので
あることから国による検討が不可欠である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

規制・制度改革事項に位置付けられているなど早期に対応
すべき事項について調査を実施するものであり、政策目的を
達成するために調査結果が必要であることから、優先度の
高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

令和３年度の調査においては、規制・制度改革事項等に示される国民からのニーズが高く、早期に対応すべき事項を重点的に選定し、調査分
析を行った。
なお、調査結果については、建築基準法における集団規定の運用改善に資する技術的助言や制度改正の検討に活用された。
また、企画競争を行った結果、一者応札となった。

改善の
方向性

集団規定については、規制改革推進会議等で日本経済の再生に資する規制として総合的な検討をすることが求められており、これまで以上に
弾力的な対応を行うために、今後もより一層近年の経済社会状況や国民からのニーズに対応した調査内容となるよう精査し、予算の効率的な
執行に努める。
また、より多くの事業者の応募を受けられるよう、公示前事前情報について早期に公開し、事業者に対して広く周知を行うなどの取組を行う。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

2021 国交 20

国土交通省 0006

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社アルテップ 5011001027530

社会・経済情勢の変化に対
応した集団規定に係る規
制・制度の見直しに向けた
検討調査業務

30
随意契約

（企画競争）
1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 30 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費
社会・経済情勢の変化に対応した集団規定
に係る規制・制度の見直しに向けた検討調
査業務

30 - - -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社アルテップ -

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0006

0006

平成30年度 6

令和元年度

平成28年度 6

平成29年度 6

平成26年度 4

平成27年度 5

239

平成25年度 4

執
行
等
改

善
規制・制度改革事項等に示される国民のニーズや規制の必要性を踏まえた調査等を引き続き行うとともに、本事業の成果を踏まえ、より効果的・
効率的な市街地環境整備に資する検討を進めていく。また、より多くの事業者の応募が可能となるよう、公示前事前情報について早期に公開する
こと等により、事前に十分な周知を行う。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 225

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

社会経済情勢の変化に応じて、建築規制に対する様々なニーズを的確に把握し、建築規制のあり方を検討する上で有益な調査となるよう努める
べきである。また、より多くの事業者の応募が可能となるよう、事前に十分な周知をすべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度

国土交通省

３０百万円

【随意契約（企画競争）】

A．株式会社アルテップ

３０百万円

[社会・経済情勢の変化に対応した集団規定に係る規制・制度

の見直しに向けた検討調査業務]



事業番号 - - -

（ ）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y 120/8 143/8

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

162/7 111/5

7 - -

当初見込み 件 8 7 8 5 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

8 8

1

委員等旅費 1 1

Ｘ：実績額（百万円）／Ｙ：調査等の件数（件）

15 17.9 23.1 22.2

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 111 161

活動内容
（アクティビ

ティ）

住宅市場の環境整備に向けた住宅・建築物の安全・安心対策の推進のための調査・検討等を、民間事業者への委託等の方法で行う。

住宅・建築物の安全・安心
対策の推進

住宅・建築物の安全・安心
対策の推進のために行わ
れた調査等の件数

活動実績 件

主な増減理由

住宅市場整備推進調査費 75 120 為替レートの影響等に伴う増

ユネスコ事業拠出金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 97% 99%

執行率（％） 98% 97% 99%

35 39

諸謝金 1

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

事業の目的を達成するため、令和3年度は７つの調査等を行った。
①建築物の生産・維持管理の高度化促進事業
②住宅建築基準・制度に関する国際分析調査
③民間建築物におけるアスベスト実態調査の環境整備
④大臣認定に係る手続きの効率化・迅速化のための基盤整備（令和４年度よりデジタル庁一括計上）
⑤住宅瑕疵担保履行制度に係る行政手続きの円滑化に関する経費（令和４年度よりデジタル庁一括計上）
⑥建築基準制度検討経費
⑦ユネスコ事業拠出金

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 120 143 164

計 123 147 166 111 161

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

-

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 123 147 166 111 161

補正予算 -

- - - - -

事業名 住宅・建築物安全安心対策推進経費 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成15年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室

2022 国交 21 0007

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国民が安心して生活や利用することができる住宅・建築物の安全・安心対策を推進することにより、住生活の安定の確保及び向上を図り、良質な住宅ストッ
クの形成及び将来世代への承継、良質な居住環境の形成、国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備を目的とする。

建築指導課
参事官（建築企画担当）
参事官（住宅瑕疵担保対策担当）
総務課国際室

課長　宿本 尚吾
参事官　今村 敬
参事官　二俣 芳美
室長　下村 哲也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



成果実績 ％ - -

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
特定時及び契約時の審査の中で事業を的確に遂行する技
術能力、経理・事務の管理体制及び費目・使途の妥当性に
ついて確認している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
必要な調査事項を検討精査しており、受益者との負担関係
は適切である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
毎年度、調査事項毎に必要なコストを見直し、効率的な執行
に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

民間事業者の選定については原則として、企画競争入札に
より競争性を確保しながら事業者を決定している。随意契約
（企画競争）による支出のうち、一者応募となったものが3件
あったが、原因分析をおこない、公募の早期開始、応募期間
の延長、関連業者等への周知等を改善策としている。
また、競争性のない、随意契約となったものが1件あったが、
いずれも契約先が限定されており、その者と随意契約を行っ
た。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
社会的要請の高い住宅・建築物の安全・安心対策の推進に
寄与している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
国が実施する施策に係る調査・研究であるため、地方公共
団体、民間等に委ねることはできない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本調査検討経費は、住宅・建築物の安全・安心対策の推進
に必要な調査検討を実施するためのものであり、政策目的
の達成手段として必要かつ適切である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

"総住宅数"及び"平均築年数",住宅・土地統計調査（平成30年度及び平成25年度,総務省統計局）
"滅失住宅数",住宅・土地統計調査（平成30年度及び平成25年度,総務省統計局）をもとに国土交通省が推計

6 - 6
令和5年度までに住宅の滅
失率を6%まで引き下げる。
(H30年度実績は7.2%)

住宅の滅失率（滅失住宅数
の総住宅数に対する割合）
(5年に1度の調査を出典と
しているため成果実績欄は
未記入。令和元～3年度の
目標値欄は令和5年度の目
標値を記入。) 達成度 ％ - - - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

"総住宅数"及び"平均築年数",住宅・土地統計調査（平成30年度及び平成25年度,総務省統計局）
"滅失住宅の平均築後年数",住宅・土地統計調査（平成30年度及び平成25年度,総務省統計局）をもとに国土交通省が推計

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値

- - -

目標値 年 40

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 5 年度

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

％ 6 6

- 年度 5

40

令和5年度までに滅失住宅
（※）の平均築後年数を約
40年まで引き上げる。
※当該年度に取り壊された
住宅
(H30年度実績は38年)

滅失住宅の平均築後年数
(5年に1度の調査を出典と
しているため成果実績欄は
未記入。令和元～3年度の
目標値欄は令和5年度の目
標値を記入。)

成果実績 年 - -

達成度 ％ -

年度

40 40 -

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-



- -

2021 国交 20

国土交通省 　 0007

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0007

0007

平成30年度 0007

令和元年度

平成28年度 0007

平成29年度 0007

平成26年度 006

平成27年度 0006

240

平成25年度 005

現
状
通
り

本事業は、国民が安心して生活し利用することができる住宅・建築物の安全・安心対策を推進するために調査等を行うものであり、得られた結果を
もとに、建築基準の規制の合理化等の成果をあげている。また、建築基準等に係る世の中のニーズの動向を踏まえ、調査事項の見直しや適切な
事業の執行を行っている。引き続き、本事業実施による規制の合理化等の成果を検証しつつ、調査の内容、事業者の選定方法、手法、コスト等を
吟味しながら、効率的かつ効果的な調査を行う。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 226

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

本事業における調査等は、国民が安心して生活や利用する
ことができる住宅・建築物の安全・安心対策を推進することに
ついては実効性が高い内容となっているとともに、成果目標
の向上・達成に資する内容となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
全ての調査事項を実施しており、見込みどおりの活動を実施
している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

住宅市場の環境の整備に資する関連施設へ反映させるべ
く、各種検討や調査の結果について分析・整理を行った上で
必要に応じ活用を図っている。

事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

過年度の調査結果を検証しつつ、効率的かつ効果的な事業となるように努めるべきである。また、より多くの事業者からの応募が可能となるよう、
事前に十分な周知等を行うよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果 ・テーマの優先度や必要なデータに関する現状整理を行った上で、調査項目別に業務内容やコストを精査して事業を実施している。

改善の
方向性

・調査項目の緊急度や調査手法を適切に整理し、適宜進捗状況の確認等を行うことで、より効率的・効果的な調査実施に努める。
・随意契約（企画競争）による支出のうち一者応募となったものについては、引き続き原因分析をおこない、公募の早期開始、応募期間の延長、
関連業者等への周知等を行う。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

2 99.9％6
株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696
建築分野におけるBIM活用
の推進方策の検討に関す
る業務

11
随意契約

（企画競争）

5
株式会社イーゼィシ
ステムズ

4040001009859
大臣認定に係る事務処理
の効率化・迅速化に資する
システムの運用・保守等

11.4
随意契約

（企画競争）
1 99.5％

100％

4
株式会社環境管理
センター

7013401000164

①台帳整備を促進するた
めの支援・民間建築物所有
者に対する周知方策の検
討、②建築物石綿含有建
材調査者の資質向上に向
けた検討

13.5
随意契約

（企画競争）
1 100％

- -

3 株式会社アルテップ 5011001027530
建築物の利用方法と安全
確保方策に関する調査・分
析業務

15
随意契約

（企画競争）
1

2

UNITED NATIONS,
EDUCATIONAL,
SCIENTIFIC AND
CULTURAL
ORGANIZATION

ユネスコにおける「建築・住
宅地震防災国際ネットワー
クプロジェクト（ＩＰＲＥＤ）」の
延長に要する費用

35
随意契約
（その他）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
富士フイルムビジネ
スイノベーションジャ
パン株式会社

1011101015050

住宅瑕疵担保履行法に基
づく基準日届出手続きに係
る届出・受付審査を電子的
に行うためのシステムの設
計・開発等を行う業務

41.9
随意契約

（企画競争）
5 99.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 41.9 計 0

その他
システムの設計・開発業務に係るライセン
ス費用

5.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 システムの設計・開発業務に係る費用 36.4 (支出額が百万円未満のため、省略）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会
社

B.株式会社ジオデザイン

費　目 使　途

住宅局

164百万円

Ａ．民間企業（19社）

159百万円

国土技術政策総合研究所

5百万円

Ｂ.民間企業（11社）

4百万円

【随意契約（企画競争）等】

技術基準原案検討に必要なデータ等の

整理・分析等を実施

建築基準法に関する技術基準の

見直しの原案を作成

【随意契約（少額）等】

・建築物の生産・維持管理の高度化促進事業

・住宅建築基準・制度に関する国際分析調査

・民間建築物におけるアスベスト実態調査の環境整備

・大臣認定に係る手続きの効率化・迅速化のための基盤整備

・建築基準制度検討経費

・ユネスコ事業拠出金

・住宅瑕疵担保履行制度に係る行政手続きの円滑化に関する経費

間接経費 1百万円

・諸謝金 0.9百万円

・委員等旅費 0.1百万円



B

-

10
株式会社大和速記
情報センター

5010401030061
第24回建築防火基準委員
会速記等業務

0.1
随意契約
（少額）

2 - -

- -

9
株式会社大和速記
情報センター

5010401030061
第18回建築構造基準委員
会速記等業務

0.1
随意契約
（少額）

2 -

1 - -

8
株式会社大和速記
情報センター

5010401030061
第25回建築防火基準委員
会速記等業務

0.1
随意契約
（少額）

2

7
株式会社SSマーケッ
ト

7010101010238 主要ソフトウェア購入 0.1
一般競争契約
（最低価格）

-

6 株式会社F-set 1010401092576

人口動態調査における建
築・住宅事故等のデータ抽
出プログラムの更新に関す
る業務

0.2
随意契約
（少額）

2 - -

- -

5
株式会社日の丸商
事

7050001016075 壁式RC造実験の廃棄業務 0.4
随意契約
（少額）

2 -

2 - -

4
株式会社人間環境
デザイン研究所

3020001107756
令和3年度建物事故事例の
データ等の更新に関する業
務

0.5
随意契約
（少額）

2

3
株式会社ジオデザイ
ン

6010401014682

既存杭撤去後に打設した
杭の水平抵抗性能評価の
ための遠心振動実験の補
助業務

0.7
随意契約
（少額）

-

2 株式会社F-set 1010401092576
建物事故予防ナレッジベー
スの運用・保守業務

0.9
随意契約
（少額）

2 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ジオデザイ
ン

6010401014682
杭の水平抵抗確認実験用
の試験体製作業務

1
随意契約
（少額）

2 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

1 99.9％10
一般財団法人日本
建築設備・昇降機セ
ンター

3010405010508

昇降機の定期検査への新
技術の導入のための建築
基準制度の調査及び検討
資料の作成

1.5
随意契約

（企画競争）

9
株式会社グリーンエ
コ

2120001115147

建築基準法等の適切な運
用を図るための建築基準
法の施行状況に係る調査、
整理およびその近年の動
向等について分析

4.7
一般競争契約
（最低価格）

1 47.3％

100％

8
一般社団法人建築・
住宅国際機構

6010405013689
建築基準に関する国際規
格の整合調査

9.5
随意契約

（企画競争）
2 99.7％

7
一般社団法人建築・
住宅国際機構

6010405013689
建築基準・住宅制度に関す
る国際分析調査

10
随意契約

（企画競争）
2



事業番号 - - -

（ ）

96 - -

目標値 点 100

96 96 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

Ｘ/Ｙ 375/19 393/20

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

357/19 375/19

- 年度 3

19 - -

当初見込み 項目 19 20 19 19 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/件

19 20

100
各事業年度において、各課
題において設定した調査目
標を全て達成すること。

各課題において設定した調
査目標に対して成果の達
成度を評価したものの平均
値

成果実績 点 99 96

達成度 ％ 99

年度

100 100 -

Ｘ：実績額（百万円）／Ｙ：調査事項数（件）

19.7 19.7 18.8 19.7

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 375 500

活動内容
（アクティビ

ティ）

民間事業者等に対して、建築基準法等における住宅・建築物に係る技術基準整備のための検討を行う上で要する費用について補助金を交付
する。

建築基準法等における住
宅・建築物に係る技術基準
整備のための調査及び成
果の取りまとめ

建築基準法等における住
宅・建築物に係る技術基準
整備のために当該年度に
実施され、成果の取りまと
めが行われた調査事項数

活動実績 項目

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

375 500 調査項目の拡大を予定しており、令和5年度に増額要求を行う。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 99%

執行率（％） 100% 100% 99%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国が住宅・建築物に係る技術基準の整備、見直しする上で必要な調査事項について、国が設定した課題に基づき、基礎的なデータ・技術的知見の収集・蓄
積等の調査及び基礎資料の作成を行う民間事業者等に対して補助する。なお、補助率については、定額補助とし、補助限度額は１事業者あたり、6千万円
としている。ただし、実大試験等の大がかりな実験を必要とする調査事項については、外部有識者を含む本事業の評価委員会に諮り、その妥当性が了承さ
れたものに限り、補助限度額を超えて補助金を交付することとしている。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 375 393 357

計 376 393 360 375 500

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱(令和４年４月１
日)

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 376 393 360 375 500

補正予算 -

- - - - -

事業名 民間事業者等の知見を活用した建築基準整備の推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成20年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 国交 21 0008

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

本事業は、これまで国が進めてきた建築基準法、建築物省エネ法、住宅品質確保法等における住宅・建築物に係る技術基準整備のための検討について、
民間の能力を積極的に活用し、基準の整備、見直しの促進を図ることを目的とする。

建築指導課
参事官（建築企画担当）
参事官（住宅瑕疵担保対策担当）

課長　宿本 尚吾
参事官　今村 敬
参事官　二俣 芳美

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
技術基準の整備、見直しに必要な技術的知見は、調査事項
毎に得られており、成果目標を着実に達成すると考えられ
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
公募した全ての調査事項を実施しており、見込みどおりの活
動を実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業者選定の審査時において、事業を的確に遂行する技術
能力、経理・事務の管理体制及び費目・使途の妥当性につ
いて確認している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
技術基準を整備、見直しする上で、必要な調査事項を整理し
ており、受益者との負担関係は適正である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
毎年度、調査事項毎に必要なコストを見直し、効率的な執行
に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

本事業において得られた知見やデータにより住宅・建築物に
係る技術基準の整備、見直しが行われており、本事業の成
果物は十分に活用されている。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募を行った上で、外部の有識者等で構成する評価委員会
による評価を踏まえて事業者を選定している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
社会的要請が強い住宅・建築物に係る技術基準の整備、見
直しの促進に寄与している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

国が定める住宅・建築物に係る技術基準の整備、見直しに
必要となる基礎的なデータ等の収集・蓄積等を民間の能力を
活用して行う事業であり、地方公共団体、民間等に委ねるこ
とができない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

住宅・建築物に係る技術基準の整備、見直しにあたり国だけ
では時間を要する基礎的なデータ等の収集・蓄積等を民間
の能力を最大限活用して速やかに実施することとしており、
政策目的の達成手段として必要かつ適切である。また、社会
的要請の高い当該技術基準の整備、見直しに必要な事業で
あるため、優先度は高い。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
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表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

公募時の募集要領中、公募対象調査事項の「調査の内容」（令和2年度建築基準整備促進事業　募集要領、令和3年度建築基準整備促進事業
募集要領）

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
令和3年度事業においては、調査事項について前年度末から検討・決定することで、調査の実施期間の確保に努めた。また、複数年度にまた
がる大規模な実験等を伴う調査については、翌年度においても効率的な調査が実施されるよう、複数年度採択を実施した。次年度以降も、事
業効果が高まるよう、適宜課題を抽出しながら、事業改善を図っていく必要がある。

改善の
方向性

募集時期を昨年度と同時期に行うとともに交付決定も可能な限り早く行うことで、十分な調査・検討期間を確保する。また、事業の中間段階で進
捗状況の確認等を行うことでより確実な事業成果が出るよう図る。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

2021 国交 20

国土交通省 0008

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0008

0008

平成30年度 0008

令和元年度

平成28年度 0008

平成29年度 0008

平成26年度 006

平成27年度 0007

241

平成25年度 006

現
状
通
り

本事業は、建築物の省エネ性能の向上や木材利用の促進等、社会的重要性の高い施策の推進に向け、課題設定を行い、民間事業者が調査を
行うものであり、得られた知見を基に、技術基準の整備、見直し等を行うことで、建築基準の規制の合理化等の成果をあげている。また、建築基準
等に係る世の中のニーズの動向を踏まえ、調査事項の見直しや適切な事業の執行を行っている。引き続き、今後収集すべきデータ、技術的知見
の範囲を整理したうえで民間事業者を募集するなど、課題解決に向けた調査の効率的な実施を行っていく。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 230

外部有識者の所見

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業の過年度の調査結果を踏まえ、本事業が技術基準の整備にどのように活用されたかを検証し、今後より効果的・効率的な事業となるよう努
めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度

国土交通省

357百万円

A.民間事業者等（19事業者）

357百万円

【補助金等交付】

基礎的なデータ・技術的知見

の収集・蓄積等の調査及び基

礎資料の作成



支出先上位１０者リスト

A.

- - -10
株式会社住環境計
画研究所

5010001088657

住宅における暖冷房設備
の運転方式（全館空調・部
分間歇・部分連続）の再整
理の検討

17 補助金等交付

-

9
一般社団法人住宅
性能評価・表示協会

5011105004467

既存住宅性能評価（現況検
査）及び既存住宅状況調査
方法基準の整合化・合理化
等に関する検討

18 補助金等交付 - - -

- -

8
公益財団法人日本
住宅・木材技術セン
ター

5010605002253
CLTパネル工法建築物の
仕様規定ルートの創設に
関する検討

18 補助金等交付 - -

- - -

7
株式会社アルセッド
建築研究所

1011001001679
中高層木造建築物の外被
性能の検証

20 補助金等交付 -

6 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 9010001032685

非住宅建築物の開口部に
係る先進的な技術と空調・
照明設備との一体的な省
エネ性能の評価手法の検
討

24 補助金等交付

-

5
一般財団法人日本
建築防災協会

5010405010349
内装制限及び排煙設備の
設置基準の合理化に係る
検討

26 補助金等交付 - - -

- -

4
一般社団法人建築
性能基準推進協会

7011105004052
防火設備の告示仕様等に
係る検討

30 補助金等交付 - -

- - -

3
一般社団法人建築
性能基準推進協会

7011105004052
中規模木造建築の区画貫
通部の仕様及び燃えしろ設
計法の合理化に係る検討

32 補助金等交付 -

2
一般財団法人日本
建築防災協会

5010405010349

併用構造や特殊な鉄骨造
等の建築物における高さ等
によって異なる構造計算
ルート等の合理化に関する
検討

36 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ドット・コー
ポレーション

6010001090117
耐火構造の構造方法の告
示化等に係る検討

40 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 40 計 0

その他 印刷製本費、通信運搬費 0.1

交通費・宿泊
費

実験立会旅費 0

謝金・賃金 委員会謝金 0.3

間接経費 通信費、事務所経費、通信機器経費 0.5

人件費 調査実施者人件費 6.1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

役務費

実験実施等
（支出先：三生技研（株）、ハウスプラス確認
検査（株）、桜設計集団一級建築士事務
所、（株）東亜理科、銘建工業（株））

32
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社ドット・コーポレーション B.

費　目 使　途

消耗品費 実験材料費 1.1



事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
建築基準法施行関係統計報告集計結果

- - -

目標値 0

100 - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　X　/　Y 131/40 150/46

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

150/46 126/44

- 年度 4

46 - -

当初見込み 件数 40 45 45 44 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円／件

40 46

0

耐震性の検証を行い、法へ
の不適合が確認された物
件数の割合を令和４年度ま
でに０とする。

耐震性の検証を行った物
件数に対する法への不適
合が確認された物件数の
割合

成果実績 0 0

達成度 ％ 100

年度

0 0 -

X：実績額（百万円）／Y：耐震性の検証を行った物件数
（件）

3.3 3.3 3.3 2.9

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 468 468

活動内容
（アクティビ

ティ）

耐震化等の促進：建築確認が行われた物件から抽出した建築物の構造計算結果の検証の実施、特定行政庁の違反是正指導の技術的支援等
を行う民間事業者等に対して補助を行う。

活動内容
（アクティビ

ティ）

防耐火構造等の品質確保のための体制の整備：大臣認定を取得した防耐火構造等について、試験体の製作・解体調査や、防耐火試験等によ
る性能等の確認を実施し、大臣認定仕様への適合性等を検証する民間事業者等に対して補助を行う。

指定確認検査機関及び指
定構造計算適合性判定機
関の適正な業務執行を促
進

耐震性の検証を行った物
件数

活動実績 件数

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

468 468 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

下記の建築物の安全確保のための体制整備を行う民間事業者等に対する補助。（補助率：定額補助）
①耐震化等の促進：建築確認が行われた物件から抽出した建築物の構造計算結果の検証の実施、特定行政庁の違反是正指導の技術的支援　等
②防耐火構造等の品質確保のための体制の整備：大臣認定を取得した防耐火構造等について、試験体の製作・解体調査や、防耐火試験等による性能等
の確認を実施し、大臣認定仕様への適合性等を検証する民間事業者等に対して補助を行う。
③建築材料等に関するサンプル調査：大臣認定を取得した建築材料等について、生産現場への立入り等による検査・品質管理体制等の確認や、性能確認
試験等を実施し、大臣認定仕様への適合性等を検証する民間事業者等に対して補助を行う。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 453 474 486

計 453 474 486 468 468

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

住宅市場整備推進等事業費補助金要綱（令和４年４月１日）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 453 474 486 468 468

補正予算 -

- - - -

事業名 建築物の安全確保のための体制の整備事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成22年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 国交 21 0009

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関が確認済証、適合判定通知書を交付した物件に係る構造計算の妥当性等の検証や、特定行政庁が
行う違反是正に係る技術的支援を実施するための体制を整備することにより、確認検査の実効性の確保や、違反建築物等の是正の促進を図る。また、大
臣認定を取得した防耐火構造及び建築材料等に係る性能確認試験等を通じて、その妥当性等の検証を行う体制を整備することにより、大臣認定申請者等
の適正な大臣認定取得等の促進を図る。

建築指導課
参事官（建築企画担当）

課長　宿本 尚吾
参事官　今村 敬

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



成果実績 件数 1 1

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

確認検査の実効性を担保し、違反建築物等の是正の促進を
図ることや、大臣認定申請企業等の適正な大臣認定取得等
の促進を図ることは、国民が安心して生活や利用することが
できる住宅・建築を確保するうえで、ニーズに適したものであ
る。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業は国が指定している確認検査機関及び構造計算適
合性判定機関の適正な業務の促進や、大臣認定制度の適
正性の確保に資するものであり、機関の指導監督や、大臣
認定を行う国が支援するべき業務である。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「指定建築材料の大臣認定件数」国土交通省住宅局調べ（令和４年３月）

- - -

目標値 件数 0 0 0 - 0

建築材料のサンプル調査
において、必要な性能を有
しないことが確認された件
数の割合を令和４年度まで
に0とする。

建築材料等のサンプル調
査実施件数に対する必要
な性能等を有していないこ
とが確認された件数の割合

成果実績 件数 1 0

達成度

4年度
活動見込

単位 令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「防耐火関連の大臣認定件数」国土交通省住宅局調べ（令和４年３月）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　X　/　Y 171/53 174/43

47 -

5年度
活動見込

大臣認定の不正取得の再
発防止等を図り、市場に供
給される建築材料等の品
質を確保

建築材料等の性能確認数

活動実績 件数 53 43
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）

0 - 0

防耐火関連の構造方法等
のサンプル調査において、
必要な性能を有しないこと
が確認された件数の割合
を令和４年度までに0とす
る。

防耐火関連の構造方法等
のサンプル調査実施件数
に対する必要な性能等を
有しないことが確認された
件数の割合 達成度 ％ 98 98

100

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 4 年度

- - -

-

当初見込み 件数 45 45 45 52 -

令和2年度 令和3年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

2.6

計算式 　X　/　Y 151/62 150/65 150/62 142/55

X：実績額（百万円）／Y：防耐火構造等の性能の確認数
（件）

単位当たり
コスト

百万円／件 2.4 2.3 2.4

- - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 4 年度

X：実績額（百万円）／Y：建築材料等の性能確認数（件）

単位当たり
コスト

百万円／件 3.2 4.1 4 3.8

計算式

単位当たり
コスト

62 - -

186/47 200/52

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

件数 0 0

活動目標 活動指標

％ 98

当初見込み 件数 60 60 60 55 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

大臣認定の不正取得の再
発防止等を図り、市場に供
給される構造方法等の品
質を確保

防耐火構造等の性能の確
認数

活動実績 件数 62 65

単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

建築材料等に関するサンプル調査：大臣認定を取得した建築材料等について、生産現場への立入り等による検査・品質管理体制等の確認や、
性能確認試験等を実施し、大臣認定仕様への適合性等を検証する民間事業者等に対して補助を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-



現
状
通
り

本事業で実施しているサンプル調査等は建築物の安全を確保するうえで効果的な手段であるが、御指摘を踏まえ本事業の効果をより適切に示す
アウトカム指標を検討してまいります。

備考

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

本事業により確認検査等の実効性を確保し、違反建築物等
の是正の促進を図ることや、大臣認定申請企業等の適正な
大臣認定取得等の促進を図ることについては、実効性の高
い内容となっているとともに、成果目標の向上・達成に資する
内容となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 当初の見込みどおり実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 事業内容に即して適切に運用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
当初の交付申請時と完了実績報告時に大幅な金額の変更
があった項目について報告させるとともに、単位あたりコスト
の妥当性を精査している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

成果については、指定確認検査機関等へフィードバックして
おり、確認審査業務において活用されている。また、国土交
通省のホームページにおいて公開すること等により、国民に
対して広く周知を行っている。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募により事業者を選定しており、その審査においては事業
を的確に遂行する技術能力、経理・事務の管理体制及び費
目・使途の妥当性について確認している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
国民の住生活の安定を、確認検査の実効性の確保及び、違
反建築物是正の促進によって達成を図る本事業は優先度が
高く妥当な手段である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業名事業番号

外部有識者の所見

・点検結果にもあるように，前年と同程度であることが，事業に問題がない証左であるという姿勢は賢明ではないだろう．
不断の見直し（業務改善のための自省）が当該資料を作成する１つの目的であるとすれば，批判的な視点で資料を作成し，検証する姿勢が求められていると私は
考える．
例えば，アウトカム指標をみても，どんな数字になることが「望ましい」のかが不明瞭なので，業務の改善を促すような指標が選定されているとはいえない．

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業については、建築物の安全を確保するという目的に対して本事業が効果的な手段であるかどうかをより適切に示すアウトカム指標を検討す
るよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
・R３年度事業では、昨年度と概ね同程度の活動実績を達成しており、事業者による調査分析結果について情報公開を図り、広く国民に検証の
結果を周知している。

改善の
方向性

・R４年度事業では昨年度の評価結果を踏まえ、引き続き適切な執行を図る。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

2021 国交 20

国土交通省 0009

- -

- - -

3
一般社団法人 建築
性能基準推進協会

7011105004052
②防耐火構造等の品質確
保のための体制の整備

150 補助金等交付 -

2
一般社団法人 建築
性能基準推進協会

7011105004052
①構造計算の妥当性等の
検証等を行う体制の整備

150 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人 建築
性能基準推進協会

7011105004052
③建築材料等に関するサ
ンプル調査

186 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 186 計 0

その他 事務所賃料等 8.3

賃金 臨時雇用者に対する賃金 1.8

旅費 旅費、宿泊費 2.7

人件費 検証体制の運営 22.4

委託費
（一財）日本建築センター等
実績調査、データ管理等

56

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

役務費
（一財）日本建築総合試験所等
調査・試験実施費等

59.6

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人 建築性能基準推進協会 B.

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0009

0009

需用費 試験体購入費等 35.2

平成30年度 009

令和元年度

平成28年度 009

平成29年度 009

平成26年度 007

平成27年度 008

244

平成25年度 008

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 242

平成24年度

国土交通省

486百万円

【補助金等交付】

A.一般社団法人建築性能基準推進協会

486百万円

①構造計算の妥当性等の検証等を行う体制の整備

②防耐火構造等の品質確保のための体制の整備

③建築材料等に関するサンプル調査



事業番号 - - -

（ ）
事業名 マンション管理適正化・再生推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室

2022 国交 21 0010

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 国土強靱化施策 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

今後急増する高経年マンションへの対策を図るため、地方公共団体や管理組合等によるマンションの管理適正化・再生推進のための先進的な活動に対し
て支援を行い、成功事例・ノウハウを収集し、全国への水平展開を図るとともに、マンションの適正な管理や再生の円滑化を推進するための環境整備に向
けて、制度の周知・普及等を行う事業を支援することを目的とする。

参事官（マンション・賃貸住宅担当） 参事官　矢吹　周平

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 122 150 201 201 241

補正予算 -

- - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題解決に向けた以下①～④の取組を行う民間事業者等を支援する。
①マンションの新たな維持管理の適正化・再生推進に係る事業
②地方公共団体等によるマンションの管理適正化・再生推進に係る事業
③マンション管理・再生の専門家による相談体制等の整備に係る事業
④マンションの管理適正化・再生推進に関する制度や取組の普及・周知に係る事業
補助率：定額補助（①②１事業主体あたり1,000万円／年、③1,500万円／年、④当該事業の実施に要する経費以内の額）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 110 144 193

計 122 150 201 201 241

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

201 241 令和5年度には、地方公共団体の取組みが一層本格化することによ
り、マンションの管理適正化・再生推進に関する地方公共団体等によ
る先駆的な取組に係る申請の増加が見込まれるため。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 96% 96%

執行率（％） 90% 96% 96%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 201 241

活動内容
（アクティビ

ティ）

地方公共団体や管理組合等によるマンションの管理適正化・再生推進のための先進的な活動に対して支援を行い、成功事例・ノウハウを収集
し、全国への水平展開を図るとともに、マンションの適正な管理や再生の円滑化を推進するための環境整備に向けて、制度の周知・普及等を行
う事業を支援する。

マンションの適切な管理等
について周知・普及が進
み、全国でマンション管理
適正化・再生推進の取組み
が活性化する。

交付団体数

活動実績 団体 16 22

75

令和12年度までに、25年以
上の長期修繕計画に基づく
修繕積立金額を設定してい
る管理組合の割合を75％
以上とする。

25年以上の長期修繕計画
に基づく修繕積立金額を設
定している管理組合の割合
（H30:54％）【905/1688組合
H30マンション総合調査】
※本指標は5年に一度の調
査で実績を把握しているた
め、R1、R2及びR3の実績
値は記載不可である。

成果実績 ％ - -

達成度 ％ -

年度

- - 66

Ｘ：実績額（百万円）／Ｙ：交付団体数（団体）

7 7 9 6

計算式

22 - -

当初見込み 団体 18 19 21 35 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

193/22 201/35

7 年度 12

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　Ｘ　/ Ｙ 110/16 144/22

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- -

目標値 ％ -

- - -



２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月19日閣議決定）第２　目標６」
（国土交通省(2018)「平成30年度マンション総合調査」）

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募により補助事業者を採択しており、競争性が確保されて
いる。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

今後、高経年マンションが急激に増加することが見込まれる
中で、マンションが早期に供給された大都市部を中心にマン
ション管理の適正化や再生の円滑化、老朽化マンション等の
管理や再生の相談体制の整備等を支援する本事業は、国民
や社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業により得られるマンションの管理適正化・再生推進の
ための知見は、集約して全国に水平展開するため、各地方
自治体や各民間団体で実施するよりも、国が一括で実施す
る方が効果的である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

今後急増することが見込まれる、老朽化マンションが抱える
課題に対し、先進的な取組み事例を支援し、得られた知見や
合意形成のプロセス等を水平展開することにより、他のマン
ションの管理適正化や再生促進を図ることから、有効な達成
手段である。また、住生活基本計画等への位置づけがあるこ
ともあり、優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
公募申請書類の審査において、資金管理や事務の組織体
制、費目・使途の妥当性について確認を行っており、事業目
的に即し真に必要なものに限定されている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
公募申請書類の審査において、資金管理や事務の組織体
制、費目・使途の妥当性について確認を行っており、事業目
的に即し真に必要なものに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
全国展開を前提とした有益な取組みに対し、必要経費の範
囲内で交付しており、妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
公募申請書類の審査において、資金管理や事務の組織体
制や費目・使途の妥当性について確認を行っており、妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

成功事例で得られた知見を整理し、ホームページ等を通じて
広く公表を図っている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
目標値の達成に向けて、過去の実績値から勘案すると数値
は上昇しており、目標達成に向けて順調に推移している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
各自治体や民間企業等が個別に課題解決に取り組むより
も、国が統一的に事例を収集し水平展開する方が低コストで
ある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
採択された補助事業者と打合せを行い、事業の執行状況や
活動実績の確認を行っており、見込みに見合ったものであ
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○



-

事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

過年度の事業により収集した事例やノウハウを踏まえて、更なる普及が必要な取組みを検討し、それらについて重点的に事例等の収集が可能と
なるよう公募時に工夫するなど、より的確な事業執行に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
各事業は、公募により申請の段階でその事業の妥当性・コストなどを審査しており、適切な事業の採択・実施を行っている。また、各事業者に対
し、打ち合わせ等を通じて進捗状況の確認等を適切に行った。

改善の
方向性

令和４年度も引き続き、公募により補助事業者の採択を実施し、適宜進捗状況等の確認を行うとともに、必要に応じ公募の時期を工夫するなど
より確実な事業成果が出るよう努めて参りたい。

平成24年度

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

-

平成25年度 新25-03

執
行
等
改

善
過年度の事業により収集した事例やノウハウを踏まえて、補助事業の公募等に際して、国として重点的に支援する対象を明確化するなど、的確な
事業執行を行う。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 0010

令和元年度

平成28年度 12

平成29年度 0010

平成26年度 12

平成27年度 13

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0010

00102021 国交 20

国土交通省 0010



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.大和ライフネクスト株式会社 B.福岡市

費　目 使　途

庁費 印刷製本、専門家委託等 3.2

旅費 打合せ、理事会出席等 0.6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 データ分析、資料作成等 5.2 事業費 実態把握調査等 10

C.株式会社ぎょうせい D.公益財団法人マンション管理センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9 計 10

庁費 需用費、役務費、委託費等 40.2

人件費 テキストの編集・校正 4.1 人件費 マニュアル作成等 9.8

計 4.1 計 50

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3
株式会社まちづくり
研究所

2011001022187
マンションの新たな維持管
理適正化・再生推進

5.3 補助金等交付 -

2
株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696
マンションの新たな維持管
理適正化・再生推進

6 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
大和ライフネクスト株
式会社

3120001066397
マンションの新たな維持管
理適正化・再生推進

9 補助金等交付 - - -

-

- -

4
一般社団法人日本
マンション管理士会
連合会

9010005013566
マンションの新たな維持管
理適正化・再生推進

2.5 補助金等交付 - -

老朽化マンションの建替え等の専門家による

相談体制等の整備に取り組む事業者に補助を

実施した。

国土交通省

193百万円

A.民間事業者等（4団体）

23百万円

マンションの新たな維持管理の適正化・再生推

進に取り組む事業者に補助を実施した。

C.民間事業者等（2団体）

5百万円

B.地方公共団体等（14団体）

98百万円

マンションの管理適正化・再生推進に取り組む

地方公共団体等に補助を実施した。

【補助金等交付】

D.民間事業者等（2団体）

67百万円

【補助金等交付】

マンションの管理適正化・再生推進に関する制

度や取組の普及・周知等を行う事業者に補助を実

施した。

【補助金等交付】 【補助金等交付】



B

C

D

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福岡市 3000020401307
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

10 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -

4
群馬県住宅供給公
社

3070005000837
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

9.8 補助金等交付 -

3
一般社団法人静岡
県マンション管理士
会

1080005006620
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

9.8 補助金等交付

-

2 愛知県 1000020230006
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

10 補助金等交付 - - -

-

6 仙台市 8000020041009
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

8.6 補助金等交付 - - -

- -

5 横浜市 3000020141003
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

9.5 補助金等交付 - -

- -

9 川越市 4000020112011
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

5.9 補助金等交付 - -

- - -

8 大津市 9000020252018
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

6.4 補助金等交付 -

7 埼玉県 1000020110001
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

8.3 補助金等交付

-

10 戸田市 5000020112241
地方公共団体等によるマン
ションの管理適正化・再生
推進に係る事業

4.9 補助金等交付 - - -

- -

2
公益財団法人住宅リ
フォーム・紛争処理
支援センター

7010005018856
老朽化マンションの建替え
等の専門家による相談体
制等の整備

1.2 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ぎょうせい 1010001100425
老朽化マンションの建替え
等の専門家による相談体
制等の整備

4.1 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

- - -

2 株式会社日建学院 9013301021795
マンションの管理適正化・
再生推進に関する制度や
取組の普及・周知

16.5 補助金等交付 -

1
公益財団法人マン
ション管理センター

9010005003393
マンションの管理適正化・
再生推進に関する制度や
取組の普及・周知

50 補助金等交付



事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

先進技術の活用等を通じた既存住宅流通市場の活性化に資する仕組
みの開発等への支援を行うための増額。

予算
の状
況

活動目標及び
活動実績

（アウトプット） 実施事業者数の増加 実施事業者数

単位当たり
コスト X：執行額／Y：実施事業者数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和12年度までに既存住
宅流通及びリフォームの市
場規模を14兆円まで引き上
げる。

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」）、（国土交通省(2018)平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省(2018)「平成30年建築着
工統計」）、（国土交通省(2018)「平成30年住宅着工統計」）、（総務省(2018)「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォー
ム）国土交通省住宅局調べ（H30）
※住宅・土地統計調査は昭和23年以来５年ごとに実施してきた住宅統計調査の調査内容等を平成10年調査時に変更したものであり、平成30
年調査はその15回目に当たる。

成果実績 兆円 - - - - -

目標値 兆円 - - - - 14

達成度 ％ - - - - -

単位当たり
コスト

百万円/事業者数 7.6 8.6 13.9 13.8

計算式 　　X/Y 645/85 626/73 625/45 553/40

中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

活動実績 件 85 73 45 - -

当初見込み 件 77 80 28 40 -

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

計 553 853

活動内容
（アクティビ

ティ）

住宅ストックの維持向上・評価・流通・金融等の一体的な仕組みの開発・普及等を行う協議会や紛争・災害対応等住宅に係る相談体制の整備
等の取組及び住宅ストックの担い手事業者の人材育成等を行う団体等に対して支援を行う。

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

553 853

執行額 645 784 625

執行率（％） 99% 95% 90%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

76% 115% 98%

翌年度へ繰越し ▲ 199 ▲ 57 - -

予備費等 - - - -

計 650 823 698 553 853

当初予算 849 681 641 553 853

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - 199 57 - -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

健全な中古住宅・リフォーム市場の発展を図るため、長期優良住宅、住宅性能表示、瑕疵保険、インスペクション、履歴等を活用し、良質な住宅ストックが市
場において適正に評価され、消費者が住生活に関するニーズを的確に充足できる市場環境を整備する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

住宅ストック維持・向上に資する、民間事業者等による以下の取組について支援を行う。
・維持管理やリフォームの実施などによって住宅の質の維持・向上が適正に評価されるような、住宅ストックの維持向上・評価・流通・金融等の一体的な仕
組みの開発・普及等(補助率：定額等)
・住生活に関するニーズを一元的に受付け、専門家が連携して多様な消費者のニーズに対して的確に助言・提案を行うサポート体制の整備（補助率：定額）
・住宅リフォーム事業者団体、安心R住宅登録団体、既存住宅状況調査技術者講習機関等をはじめとする事業者団体等の人材育成や制度普及等の支援
（補助率：２／３）

実施方法 補助

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度要求

2022 国交 21 0011

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省
事業名 住宅ストック維持・向上促進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成28年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度 担当課室 参事官（住宅瑕疵担保対策担当） 二俣　芳美



国
費
投
入
の
必
要
性

公募により補助事業を選定する。

事
業
の
有
効
性

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」）、（国土交通省(2018)平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省(2018)「平成30年建築着
工統計」）、（国土交通省(2018)「平成30年住宅着工統計」）、（総務省(2018)「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォー
ム）国土交通省住宅局調べ（H30）
※住宅・土地統計調査は昭和23年以来５年ごとに実施してきた住宅統計調査の調査内容等を平成10年調査時に変更したものであり、平成30
年調査はその15回目に当たる。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和12年度までに住宅性
能に関する情報が明示さ
れた住宅の既存住宅流通
に占める割合を50％まで引
き上げる。

住宅性能に関する情報が
明示された住宅の既存住
宅流通に占める割合

事業番号 事業名

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐ -

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
良質な住宅ストックが市場において適正に評価される仕組み
の開発・普及等を通じて、成果目標である既存住宅流通・リ
フォーム市場の拡大に寄与する取組である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △
一部の事業者については、進捗の遅れにより、当初予定して
いた事業が実現されなかった。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐ -

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

本事業は、良質な住宅ストックが市場において適正に評価さ
れ、消費者が住生活に関するニーズを的確に充足できる市
場環境を整備する取組に必要な費用に限定して支出するこ
ととしており、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
補助金の交付等の事務に要した費用に限定して支出してい
る。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業者に対して補助金の使途を確認の上、良質な住宅ストッ
クが市場において適正に評価され、消費者が住生活に関す
るニーズを的確に充足できる市場環境を整備する取組に必
要な費用に限定して支出することとしている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は、良質な住宅ストックが市場において適正に評価さ
れ、また、消費者が住生活に関するニーズを的確に充足でき
る環境の整備を促進することにより、住宅ストックの維持・向
上が適切に図られる健全な中古住宅・リフォーム市場の発展
に資する民間事業者等の取り組みを支援するものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
本事業の目的である中古住宅・リフォーム市場の健全な発
展に向けて、国が主導で行うことが必要である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

住生活基本計画（令和３年３月19日閣議決定）等に基づき、
良質な住宅ストックが市場において適正に評価され、住宅ス
トックの維持・向上が図られる健全な中古住宅・リフォーム市
場の発展を目指すものであり、優先度が高い事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所 P.71

事業所管部局による点検・改善

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価 施策

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

目標値 ％ - - - - 50

達成度 ％ - - - - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

成果実績 ％ 15 - - - -



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

点
検
・
改
善
結
果

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和2年度 国土交通省 0013

令和3年度 2021 国交 20 0011

平成29年度 0022

平成30年度 0019

令和元年度 国土交通省 0014

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度 新28-0002

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業

内
容

の
一
部

改
善

過年度の事業の結果を検証し、中古住宅・リフォーム市場の発展を図る観点から、より先進性の高い取組みによる市場形成を誘導するなど、より
的確な事業執行に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状

通
り

過年度までの知見等を踏まえ、先進技術の活用等を通じた既存住宅流通市場の活性化に資する仕組みの開発等への支援の重点化を図りつつ、
引き続き事業の適切な執行に努めることとする。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

平成24年度

点検結果
本事業は住宅ストックの維持・向上が適切に図られる健全な中古住宅・リフォーム市場の発展に資する民間事業者等の取り組みを支援するも
のであるが、一部の事業者の進捗の遅れにより、当初予定していた事業が実現されなかった。

改善の
方向性

良質な住宅ストックが市場において適正に評価され、消費者が住生活に関するニーズを的確に充足できる市場環境を整備するために、事業の
実現可能性等を踏まえて適切に審査・採択を行いつつ事業の進捗管理を徹底し、住宅ストックの維持・向上が適切に図られる健全な中古住宅・
リフォーム市場の発展に資する民間事業者等の取り組みが実現するように誘導する。

外部有識者の所見

国土交通省

625百万円

健全な中古住宅・リフォーム市場の発展を図るため、良質

な住宅ストックが市場において適正に評価され、消費者が

住生活に関するニーズを的確に充足できる市場環境を整

備する取組に対し補助

【補助金等交付】
【補助金等交付】

（事務事業者に対する補助）

【補助金等交付】

（調査・評価事業者に対する補助）

C.民間事業者等（９者）

345百万円

・被災地における建築相談窓口を含む、

住生活に関するニーズを一元的に

受付け、専門家が連携して多様な消

費者のニーズに対して的確に助言・

提案を行うサポート体制の整備

Ｂ.民間事業者（１者）

243.8百万円

・補助金の交付に係る事務事

業

A.民間事業者等（１者）

20百万円

・良質住宅ストック形成のため

の市場環境整備促進事業

【補助金等交付】

（普及・広報事業者に対する補助）

D.民間事業者等（１者）

15.8百万円

・住宅ストックの市場における

適正な評価、消費者保護等

に関する普及・広報に関する

事業



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人住宅
保証支援機構

9010405000305
補助金の交付に係る事務
事業

243.8 補助金等交付 - - －

1
株式会社ニッセイ基
礎研究所

3010001025942
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

20 補助金等交付 - - －

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

計 30 計 0

計 197 計 15.8

E.一般社団法人 マンション管理業協会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費
仕組みの開発・周知費用、仕組みの試行費
用

30

報償費 報償費等 62 庁費 委託費 6.2

その他 人件費、旅費、役務費等 53 その他
旅費、役務費、ウェビナー運営ツール使用
料等

1.3

計 20 計 243.8

C.公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ター

D.一般社団法人 住宅瑕疵担保責任保険協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 委託費等 82 人件費 給与 8.3

庁費 役務費、委託費等 3 人件費 給与 9.3

その他 旅費、報償金、需用費、役務費、委託費等 4.4

A.株式会社ニッセイ基礎研究所 B.一般財団法人住宅保証支援機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 給与 17 事業費 一般社団法人マンション管理業協会　ほか 230.1

Ｅ.民間事業者等（31者）

230百万円

【補助金等交付】

・維持管理やリフォームの実施などによって住宅の質

の維持・向上が適正に評価されるような、住宅ストック

の維持向上・評価・流通・金融等の一体的な仕組みの

開発・普及等（16者）

・住生活に関するニーズを一元的に受付け、専門家が

連携して多様な消費者のニーズに対して的確に助言・

提案を行うサポート体制の整備（12者）

・リフォーム事業者の資格や施工実績、依頼者の評価

等の情報を提供し、トラブル対応等に備えた第三者委

員会を設置する等、消費者が安心して自分にあった事

業者を選択できるウェブサイトの整備（3者）



C

D

E

9
JERCO安心R住宅普
及促進協議会

-
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

9 補助金等交付 - - -

10
一般社団法人愛媛
県中小建築業協会

1500005003698
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

8 補助金等交付 - - -

7

一般社団法人北海
道建築技術協会寒
地研究所実行委員
会

-
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

9 補助金等交付 - - -

8
岡山住まいと暮らし
の相談センター協議
会

-
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

9 補助金等交付 - - -

5
一般社団法人安心R
住宅推進協議会

4010005026746
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

12 補助金等交付 - - -

6
一般社団法人 安心
ストック住宅推進協
会

2011005007903
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

12 補助金等交付 - - -

3
既存マンション残価
設定型住宅ローン協
議会

-
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

16 補助金等交付 - - -

4
一般社団法人全国
住宅産業地域活性
化協議会

2010005017656
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

15 補助金等交付 - - -

1
一般社団法人 マン
ション管理業協会

9010405000247
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

30 補助金等交付 - - -

2

買取再販住宅向け
残価保証型住宅金
融スキーム開発協議
会

-
良質住宅ストック形成のた
めの市場環境整備促進事
業

20 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人 住宅
瑕疵担保責任保険
協会

8010405007813
住宅ストックに関する普及・
広報事業

15.8 補助金等交付 - - -

9
佐賀県建設労働組
合連合会

9300005001062
消費者の相談体制の整備
事業

0.3 補助金等交付 - - -

7
一般社団法人静岡
県建築士事務所協
会

7080005006301
消費者の相談体制の整備
事業

2 補助金等交付 - - -

8
佐賀県安全住まいづ
くりサポートセンター

-
消費者の相談体制の整備
事業

0.8 補助金等交付 - - -

5
福島県耐震化・リ
フォーム等推進協議
会

-
消費者の相談体制の整備
事業

6 補助金等交付 - - -

6
公益社団法人長野
県建築士会

1100005000026
消費者の相談体制の整備
事業

2 補助金等交付 - - -

3
一般財団法人熊本
県建築住宅センター

6330005000155
消費者の相談体制の整備
事業

21 補助金等交付 - - -

4
宮城県地域型復興
住宅推進協議会

-
消費者の相談体制の整備
事業

9 補助金等交付 - - -

1
公益財団法人住宅リ
フォーム・紛争処理
支援センター

7010005018856
消費者の相談体制の整備
事業

197 補助金等交付 - - -

2
一般社団法人住宅リ
フォーム推進協議会

7010005013493
消費者の相談体制の整備
事業

106 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



事業番号 - - -

（ ）
事業名 建築基準法・建築士法等の円滑な執行体制の確保に関する事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成29年度
事業終了

（予定）年度 令和4年度 担当課室

2022 国交 21 0012

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

建築基準法・建築士法等に係る
①審査体制の強化
②審査側・申請者側の資質の向上
③今後の改正事項
等について周知徹底を図ることにより、建築基準法・建築士法等を円滑に執行する体制を確保することを目的とする。

建築指導課
参事官（建築企画担当）

課長　宿本 尚吾
参事官　今村 敬

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱（令和4年4月1
日）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 203 227 254 240 240

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

事業の目的を達成するため、令和3年度は以下の3つの取組を行った。(定額補助・民間事業者)
1) 建築基準法・建築士法等の審査体制の強化に資する取組
2) 審査者・申請者の資質の向上に資する取組
3) 建築基準制度等の周知普及に資する取組

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 202 227 251

計 203 227 254 240 240

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

240 240 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 99%

執行率（％） 100% 100% 99%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 240 240

活動内容
（アクティビ

ティ）

民間事業者等に対して、建築基準法・建築士法等を円滑に執行する体制の確保を行う上で要する費用について補助金を交付する。

建築基準法・建築士法等を
円滑に執行する体制の確
保

建築基準法・建築士法等を
円滑に執行する体制の確
保のために交付された補
助金の件数

活動実績 件 12 8

Ｘ：実績額（百万円）／Ｙ：交付件数（件）

17 28 28 24

計算式

9 - -

当初見込み 件 12 8 9 10 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/件

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

251/9 240/10

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y 202/12 227/8



２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

30
建築確認審査の短縮日数
を令和4年度に30日とする

構造計算適合性判定を要
する物件に係る申請を建築
主事又は指定確認検査機
関が受理した場合に確認
済証を交付しなければなら
ない受理日からの最大日
数（７０日）にくらべて短縮さ
れた、申請受付から確認済
証交付までに要した実日数
（事前相談期間を含む）の
平均
※各年度ごとに、6月、9
月、12月、3月における日
数の平均を元に算出(令和
3年度成果実績算出に必要
なデータは未集計のため省
略)

成果実績 日 10 9

達成度 ％ 33.3

年度

30 - -

- 年度 4

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 日 30

30 - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
構造計算適合性判定を要する物件に係る確認審査日数について「全体集計結果」(R3.3国土交通省調査結果)

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募を行った上で事業者を選定している。
一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

建築基準法・建築士法等に係る審査体制の強化、及び審査
側・申請者側の資質の向上は、建築確認手続き等を迅速化
し、建設投資を促進する効果があることから、本事業は社会
的要請が大きい事業である。また、建築基準法・建築士法等
に関する今後の改正事項についての周知徹底を図ることも、
建設投資を促進することにつながる。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

建築基準法・建築士法等に関する改正事項を周知徹底する
ことは、その趣旨を正確に伝える必要があるため、国が率先
して行うべき事業である。また、審査側・申請者側の資質向
上、審査体制の強化等についても地域偏在をなくすために
も、国が一元的に実施した方が効率的である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

建築基準法・建築士法の適切な運用のための検討・周知等
を実施するため、政策の目的の達成手段として必要かつ適
切な事業である。また、平成19年6月の建築確認審査の厳格
化を実施した改正建築基準法の施行の際には、建築確認手
続きの停滞が生じ、建築着工数が落ち込む事態が生じたこと
から、二度と同様の事態が生じないよう建築確認審査側・申
請者側への周知徹底が必要不可欠であり、優先度が高い事
業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
特定時及び契約時の審査の中で事業を的確に遂行する技
術能力、経理・事務の管理体制及び費目・使途の妥当性に
ついて確認している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
必要な調査事項を検討精査しており、受益者との負担関係
は適切である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
調査事項毎に必要なコストを見直し、効率的な執行に努めて
いる。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐



-

事業名事業番号

外部有識者の所見

・アウトカム指標がよく練られたものだと思うのに対して，アウトプット指標は効率化を自己点検する材料とならないのではないのか．補助金の件数（本数）を増減さ
せる事は，事業目的を効果的に遂行しているのかを判定する材料とはならないであろう．
・審査の迅速化が最終目的（アウトカム）であるとして，支出先である「一般財団法人　日本建築設備・昇降機センター」や「株式会社　アルテップ」などが請け負っ
ておられる事業が，どのようにして目的整合的なのかが私には理解できなかった．そこから，真に必要な支出のみが選定されているのか疑問を持った．

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業の過年度の取組みを検証し、今後の制度改正における周知がより効果的・効率的なものとなるようにすべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
・国費投入の必要性及び事業の効率性については評価できるが、事業の有効性については、設定する目標の達成に向け今後のさらなる取組
が必要である。
・調査事項毎に必要なコストを見直し、効率的な執行に努めている。

改善の
方向性

・成果目標を達成できるよう、制度の周知、審査体制の強化等を図る。
・引き続き、調査事項毎に必要なコストを見直し、効率的な執行に努める。

平成24年度

各種検討や調査の結果について分析・整理を行った上で必
要に応じ活用を図っている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △

現段階での成果実績は成果目標には届いていないため評
価は△としているが、本事業における調査等は、建築基準
法・建築士法等に係る審査体制の強化や、審査側及び申請
者側の資質の向上、改正事項等の周知徹底による建築行政
の停滞の回避に実効性が高い内容となっており、成果目標
の向上・達成に資するものである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
公募した全ての調査事項を実施しており、見込み通りの活動
を実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

平成25年度 -

現
状
通
り

建築基準法・建築士法等の円滑な執行に向けて、法令の改正内容等のより効果的な周知等を通じた審査の迅速化のために、複数の分野（設備、
構造、バリアフリー等）ごとに必要とされるガイドラインや指針等の作成等を着実に行うための複数の適切な支出先を選定している。そのため、ガイ
ドラインや指針等の成果を表す補助金の件数をアウトプット指標とし、申請者・審査者への適切な周知が行われた結果としての審査の短縮日数を
アウトカム指標としている。今後とも事業内容を精査し、必要とされる事業を行っていく。なお、本事業で行っている建築基準法令の円滑な施行に
向けた法令の改正内容やガイドライン、指針等の周知等は今後も継続して行う必要があることから、本事業は令和5年度以降も継続して実施して
いく予定である。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 0024

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 新29-0003

平成26年度 -

平成27年度 -

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0015

00122021 国交 20

国土交通省 0017



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般財団法人　日本建築防災協会 B.一般社団法人　すまいづくりまちづくりセンター連合会

費　目 使　途

旅費 実態調査等にかかる旅費 0.3 庁費 事務所賃借料、印刷製本費等 1

人件費
建築基準法・建築士法の適切な運用のた
めに検討・周知

43.6 人件費
補助金の交付にかかる事務事業実施のた
めの人件費

2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 パンフレット作成費用等 94.1 事業費 指定確認検査機関への補助金 6

旅費
補助金の交付にかかる事務事業実施のた
めの旅費

0

C.一般財団法人熊本建築審査センター D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 138 計 9

事業費
被災案件に係る建築確認等の手続きの手
数料減免

1.6

計 1.6 計 0

国土交通省

251百万円

【補助金等交付】

Ａ．民間事業者（8団体）

242百万円

1) 建築基準法・建築士法等の審査体制の強化に資する取組

2) 審査者・申請者の資質の向上に資する取組

3) 建築基準制度等の周知普及に資する取組

【補助金等交付】

B．事務事業者（1団体）

9百万円 補助金の交付にかかる事務事業を実施

【補助金等交付】

C．指定確認検査機関（12団体）

6百万円

被災案件に係る建築確認検査手続きの円滑化を図るために、被

災案件に係る建築確認検査を実施する指定確認検査機関にお

ける体制整備等に要する費用を補助



支出先上位１０者リスト

A.

B

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3
公益社団法人　日本
建築士会連合会

5010405010407

BIM講習会の実施、BIM利
用による設計コンペの実
施、BIMのポータルサイトの
構築

26 補助金等交付 -

2
株式会社　市浦ハウ
ジング＆プランニン
グ

4010001000696

バリアフリー法等の見直し
に係るニーズの把握、建築
設計・工事監理等の業務報
酬基準の改定に係る調査・
検討

29 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人　日本
建築防災協会

5010405010349

建築基準関係制度の見直
しに係るニーズの把握、建
築物の構造安全性の担
保、被災建築物応急危険
度判定業務の改善、建築
手続きのIT化促進に係る実
証・検証、赤外線装置を搭
載したドローン等による外
壁調査手法に係る体制整
備、PC先付工法(金具留
め)外壁タイルの調査方法
の検討、ドライクリーニング
工場に係る手続きの円滑
化、建築物の防災対策

138 補助金等交付 - - -

-

5
株式会社　アルテッ
プ

5011001027530

建築士定期講習テキスト
(別冊)の作成、建築基準の
改正に向けた基礎資料の
収集整理、既存建築物の
調査方法の検討

15 補助金等交付 - - -

- -

4
一般財団法人　日本
建築設備・昇降機セ
ンター

3010405010508
昇降機及び遊戯施設の安
全性担保

19 補助金等交付 - -

- -

8
一般社団法人建築
性能基準推進協会

7011105004052
民間における基準改正
ニーズ・シーズの具体的把
握と整理

3 補助金等交付 - -

- - -

7
公益財団法人日本
住宅・木材技術セン
ター

5010605002253

耐風性能向上等のための
Web講習会の開催、耐風性
能向上等のための地域講
習会の開催

3 補助金等交付 -

6
公益社団法人　日本
建築士会連合会

5010405010407

建築士免許登録・各種届出
書等作成システムの開発、
指定登録機関用免許審査・
登録マニュアルの増補改
訂、一級建築士登録者の
申請実務経歴の分析

9 補助金等交付

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人　すま
いづくりまちづくりセ
ンター連合会

4011105004468

指定確認検査機関が行う
特定非常災害の被災案件
の建築確認検査等手数料
の減免に対する補助金交
付事務

9 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-



C

- -

2
一般財団法人ふくし
ま建築住宅センター

8380005010263
被災案件に係る建築確認
検査を実施

1.2 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人熊本
建築審査センター

3330005009232
被災案件に係る建築確認
検査を実施

1.6 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- - -

5
一般財団法人宮城
県建築住宅センター

7370005003153
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.3 補助金等交付 -

4
一般財団法人長野
県建築住宅センター

3100005007746
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.9 補助金等交付

-

3
株式会社熊本建築
確認検査機関

3330001008519
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.9 補助金等交付 - - -

-

7
株式会社東北建築
センター

2370001011453
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.1 補助金等交付 - - -

- -

6 株式会社ＡＣＳ熊本 4330001016413
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.3 補助金等交付 - -

- -

10
株式会社東日本住
宅評価センター

7020001037173
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.1 補助金等交付 - -

- - -

9
合同会社あんしん住
宅検査センター

8380003003459
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.1 補助金等交付 -

8
株式会社建築検査
機構

6380001007744
被災案件に係る建築確認
検査を実施

0.1 補助金等交付

-



事業番号 - - -

（ ）

成果実績 戸 543,070 502,238

- - 530,000

消費増税による着工の駆
け込みが発生する前の５年
間（H20-24年度）の平均住
宅着工戸数（５３万戸）を目
安として、住宅着工戸数の
反動減等を緩和する。

持家・分譲住宅の年間住宅
着工戸数
（参考指標）

達成度 ％ - - - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

0.3

計算式 X/Y 53,065/249,234 113,718/382,690 129,083/413,701 76,739/222,433
X:給付相当額（百万円）／Y:申請件数（件数）

単位当たり
コスト

百万円／件 0.2 0.3 0.3

529,663 - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 4 年度

130,531 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

戸 - -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 百万円 72,900 109,600 103,720 76,739 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

一定以下の所得層による
住宅の新築及び既存住宅
の取得

申請件数に対応する給付
相当額

活動実績 百万円 53,065 114,370

単位 令和元年度

413,701 - -

当初見込み 件 316,000 400,000 311,471 222,433 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

249,234 382,690

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

消費税率引上げ後の税率が適用される住宅取得者（最長で令和4年12月末までに引渡しを受け入居した者）に対し、収入に応じ最大50万円（消
費税率10％時）を給付する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

一定以下の所得層による
住宅の新築及び既存住宅
の取得

すまい給付金の申請件数
活動実績 件

主な増減理由

住宅市場安定化対策費補
助金

- - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

執行率（％） 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

消費税率引上げ後の税率が適用される住宅取得に対し、収入に応じ最大50万円（消費税率10％時）を給付するため、以下の事業の実施に必要な基金を造
成する。
・すまい給付金の給付
・申請に係る帳票類の作成、申請受付・審査・管理システムの構築
・問い合わせ対応を行うコールセンターや申請受付窓口の整備
・住宅事業者及び住宅取得予定者等に対する説明会等による周知
・申請の受付・審査・給付に関する事務の実施、執行状況の管理　等

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 78,500 192,236 119,000

計 78,500 192,236 119,000 0 0

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

すまい給付金による住宅市場安定化対策費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - -

77,736 119,000

令和5年度要求

当初予算 78,500 114,500 - - -

補正予算 -

- - - -

事業名 住宅市場安定化対策事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室

2022 国交 21 0013

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

消費税率の引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等による影響が大きいことを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化する観点等
から、平成25年度及び平成27年度税制改正において講じられた住宅ローン減税の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対して給付措置（＝す
まい給付金）を行うことにより、住宅取得に係る消費税負担増をかなりの程度緩和し、住宅市場の安定化を図ることを目的とする。

住宅生産課 課長　山下　英和

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



　

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐ -

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

本事業では、高度の個人情報を含む年間十数万件の申請を
確実かつ円滑に処理することが必要であることから、審査処
理ノウハウを有する民間事業者が専任で実施することが合
理的かつ効果的である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は概ね見込みに合ったものであり、適切に執行さ
れている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
すまい給付金は、一時の税負担の増加による影響を平準
化・緩和する観点から、一般の住宅取得者の消費税率引上
げによる負担軽減を図るものである一方、復興庁が所管して
いる住まいの復興給付金は、復興まちづくりに係る区域指定
や宅地造成の時期などの外的な要因により被災者間に生じ
る不均衡を避けるため、被災者による住宅再取得等に係る
標準的な消費税負担増に対応するために行われるものであ
る。なお、双方の重複利用は不可としており、重複申請を排
除するよう審査上の連携を行っている。

○
給付事務局が適正な審査・給付手続きを行い、事務費として
真に必要な経費を計上しているかについて、基金管理団体
が指導・監督を行っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
給付事務局が適正な審査・給付手続きを行い、事務費として
真に必要な経費を計上しているかについて、基金管理団体
が指導・監督を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○

本事業は、消費税率引上げに伴う住宅取得に係る負担増を
かなりの程度緩和するため、住宅ローン減税の拡充措置を
講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、減税措置とあわ
せ実施するものであり、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
給付事務局が適正な審査・給付手続きを行い、事務費として
真に必要な経費を計上しているかについて、基金管理団体
が指導・監督を行っている。

-

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

基金管理団体及び給付事務局（委託先事業者）は、外部有
識者により構成される外部評価委員会の審議結果を踏まえ
選定を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は、消費税率引上げに伴う住宅取得に係る負担増を
かなりの程度緩和するため、住宅ローン減税の拡充措置を
講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、減税措置とあわ
せ実施するものであり、優先度の高い事業となっている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業は、消費税率引上げに伴う住宅取得に係る負担増を
かなりの程度緩和するため、住宅ローン減税の拡充措置を
講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、減税措置とあわ
せ実施するものであり、国が主導で行う必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業は、消費税率引上げに伴う住宅取得に係る負担増を
かなりの程度緩和するため、住宅ローン減税の拡充措置を
講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、減税措置とあわ
せ実施するものであり、優先度の高い事業となっている。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（国土交通省(2021)「令和３年住宅着工統計」）

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

復興庁 住まいの復興給付金

事業名事業番号



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

2021 国交 20

国土交通省 0018

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0016

0013

平成30年度 0025

令和元年度

平成28年度 0025

平成29年度 0020

平成26年度 -

平成27年度 -

-

平成25年度 -

現
状
通
り

所見も踏まえ、引き続き事業の執行状況を公表しつつ、適切な事業の執行に努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

外部有識者の所見

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業の過年度の取組みを踏まえ、事業の執行状況の透明化を図りつつ、引き続き適切な事業の執行に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
平成26年4月1日よりすまい給付金制度の申請受付を開始し、以降、給付額及び事務費相当額について定期的に取崩を行っているが、その都
度計上額が適正であること等について基金管理団体による監査を行い、国土交通省においてその妥当性等について確認した上で、支出の承
認を行うとともに、所要額の適切な計上・執行に努めている。

改善の
方向性

引き続き、事業の執行状況について、すまい給付金事務局及び基金管理団体に対して必要な指導監督を実施するとともに、制度の周知に努め
る。

平成24年度

【補助】住宅市場安定化対策給付基金への積み増し

（※）

国土交通省

119,000百万円

A.基金設置団体（１者）

（（一財）住宅金融普及協会）

住宅市場安定化対策給付基金

令和３年度基金残高 91,020百万円

（内 国庫補助相当額 91,020百万円）

・基金の造成、管理

・給付事務局の指導・監督 等

（参考）給付事務局

（（株）電通）

・審査体制の維持運営

・コールセンター、ＨＰの維持運営

・給付事務の実施（※）

【委託】

（参考）住宅取得者

（※）給付事務は平成26年度より開始

（参考）令和３年度の支払額

136,969百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人住宅
金融普及協会

5010005017769
基金の造成・管理、給付事
務局の指導・監督

119,000 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 119,000 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 基金積み増しに係る費用 119,000

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.　（一財）住宅金融普及協会 B.

費　目 使　途



事業番号 - - -

（ ）
事業名 住宅建築技術国際展開支援事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成30年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

2022 国交 21 0014

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国の優れた住宅・建築制度・基準、産業、技術を新興国等において展開・普及することにより、相手国の住宅建築水準の向上及び両国関係の強化を
図るとともに、我が国の住宅建築産業の継続的成長に繋げることを目的とする。

総務課
総務課国際室

課長　山本　泰司
室長　下村　哲也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

成長戦略（2021年）（令和3年6月18日閣議決定）
インフラシステム海外展開戦略2025（令和3年6月17日閣議決
定）
国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2021（令和3
年6月10日決定）
住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 117 142 145 145 162

補正予算 -

- - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

民間事業者等が新興国等からの要請に基づき実施する以下の事業に対して支援を行う。
・新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ（事業化調査）、新興国政府職員等を対象とする技術見学会・制度研修会・セミナー・ワークショッ
プ・技術提案等の企画・開催（補助率：定額）
・新興国等における住宅建築制度構築に資する技術の提供、一般に対する技術情報の提供（補助率：１／２）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 117 142 144

計 117 142 145 145 162

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

145 162 　新興国等においては、人口増加や経済成長に伴う都市化の進展に
より中低所得者向けのアフォーダブル住宅の不足が顕在化していると
ともに、安全な住宅の供給等の住宅の品質確保が課題となっており、
我が国の知見や技術に関する支援が求められているところ。
　これを踏まえ、中低所得者向けの住宅供給や比較的安価で品質の
高い住宅供給を対象とする事業については、補助事業採択や補助金
配分において重点的に支援を行う。この場合、各国からの支援要請の
増加や事業者への重点的な支援を考慮すると、補助事業の申請件数
の増加が想定されることから、増額要求を行う。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 99%

執行率（％） 100% 100% 99%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 145 162

活動内容
（アクティビ

ティ）

民間事業者等が新興国等からの要請に基づき実施する以下の事業に対して支援を行う。
・新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ（事業化調査）、新興国政府職員等を対象とする技術見学会・制度研修会・セミナー・
ワークショップ・技術提案等の企画・開催（補助率：定額）
・新興国等における住宅建築制度構築に資する技術の提供、一般に対する技術情報の提供（補助率：１／２）

新興国等への事業展開に
関する事業化調査、セミ
ナー・技術提案等の企画・
開催、技術・技術情報の提
供の実施

新興国等への事業展開に
関する事業化調査、セミ
ナー・技術提案等の企画・
開催、技術・技術情報の提
供の実施回数

活動実績 回 13 13

Ｘ：予算額（百万円）／Ｙ：新興国等への事業展開に関す
る事業化調査、セミナー・技術提案等の企画・開催、技

術・技術情報の提供の実施回数

9 10.9 11.1 11.2

計算式

13 - -

当初見込み 回 13 13 13 13 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

144/13 145/13

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　Ｘ/Ｙ 117/13 142/13



２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

当初見込み 国 8 10 12 12 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

新興国等への事業展開に
関する事業化調査、セミ
ナー・技術提案等の企画・
開催、技術・技術情報の提
供の実施

新興国等への事業展開に
関する事業化調査、セミ
ナー・技術提案等の企画・
開催、技術・技術情報の提
供の実施対象国数

活動実績 国 10 12

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

件 - -

12 - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 5 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

12.1

計算式 　Ｘ/Ｙ 117/10 142/12 144/12 145/12

Ｘ：予算額（百万円）／Ｙ：新興国等への事業展開に関す
る事業化調査、セミナー・技術提案等の企画・開催、技

術・技術情報の提供の実施対象国数

単位当たり
コスト 百万円 11.7 11.8 12

2 - -

目標値 - - 6

令和３年度から令和５年度
までに、対象とした新興国
等から事業実施後の事業
者に対し、我が国の住宅建
築技術・制度等に関し、導
入に向けた具体的な相談
があった件数を6件とする。

対象とした新興国等から事
業実施後の事業者に対し、
我が国の住宅建築技術・制
度等に関し、導入に向けた
具体的な相談があった件
数
※同一国に複数の異なる
相談があった場合には複
数件としてカウントする

達成度 ％ - - 33 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

新興国等における事業化調査、セミナー・技術提案等の企画・開催、技術・技術情報の提供に関する報告（各事業主体より提出）を基に設定
国土交通省住宅局調べ（令和4年3月）

-

該当箇所

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

成果実績 件 2 2



事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

令和3年度は新型コロナウイルスの影響で海外渡航が出来ない中、現地セミナーをWEBセミナーに切り替えて実施する、実験を説明するための
動画資料を作成しオンラインで提案するなど、工夫を凝らして業務を実施した結果、支援対象国数の目標どおり12カ国に対して事業を実施し
た。これらの取り組みを通じて、相手国の住宅建築水準の向上を図り、我が国の住宅建築産業の継続的成長に寄与することが期待できるた
め、国の施策として推進する必要性が認められる。

改善の
方向性

引き続き、新型コロナウイルスによる不透明な情勢を踏まえ、事業の進捗管理を徹底し、効率的かつ適切な執行に努める。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

民間事業者等の提案を活かした効率的な執行を行うため、
事業の企画内容を提案する公募を実施。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

住宅建築分野の国内市場が縮小傾向にある一方、海外市
場は新興国等を中心に市場規模が拡大するとともに、住宅
不足の改善や建築物の耐震性向上等が重要な課題となって
いる。
そのため、新興国等は我が国に対し、住宅建築分野の技術
支援や法規制・制度の整備支援に係る協力を要請している。
また、我が国事業者は新興国等での事業展開に向け、対象
国の法規制・制度等の状況把握や、対象国における我が国
技術・品質等の周知を必要としている。
本事業はこうしたニーズを的確に反映し、我が国の優れた住
宅建築技術・制度等を新興国等において展開・普及するため
の事業環境を整備し、対象国の住宅建築水準の向上を図り
ながら、我が国の住宅建築産業の継続的成長を実現するこ

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

国全体の方針として海外展開支援を進めることとされている
が、海外での新市場開拓には少なからずリスクが伴うため民
間だけでは事業環境が整備されにくいことから、国が事業化
調査等に一定程度支援して事業環境整備を促進する必要が
ある。また、国が支援することにより、成果の普及が期待でき
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

「成長戦略（2021年）」（令和3年6月18日閣議決定）や「インフ
ラシステム海外展開戦略2025」（令和3年6月17日閣議決定）
や「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2021」
（令和3年6月10日決定）に位置づけられた国際展開戦略に
基づき我が国技術・制度の展開・普及を行う事業であり、現
政権における政策体系の中において優先度の高い事業であ
る

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
我が国住宅建築技術・制度等の展開・普及に資する事業化
調査、セミナー・技術提案等の企画・開催、技術・技術情報の
提供を行うために真に必要な費用に限定して支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○

我が国住宅建築技術・制度等の展開・普及に資する事業化
調査、セミナー・技術提案等の企画・開催、技術・技術情報の
提供に必要な費用に限定して支出しており、受益者との負担
関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
各事業者から提出される提案書を審査シートを用いて複数
人で審査しており、コスト等の水準が妥当と判断されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

翌年度以降の事業に活用されているほか、調査等を通じて
得られた情報等について関係者との共有等に努めている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
目標最終年度の数値を達成しており、目標に見合ったものに
なっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
当初の見込みどおり若しくは見込みを上回る件数を達成して
いる。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

我が国の住宅建築産業の継続的成長につなげるという本事業の目的に照らして、事業の執行に当たり、単なる国際協力に止まらず、日系企業が
相手国へ参入する機会の拡大に資するよう、相手国政府等との交渉を含めて効果的な執行に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度 -

平成25年度 -

年
度
内
に

改
善
を
検

討

採択にあたっては全ての提案事業内容について複数人による評価を実施し、評価の高い事業から優先して採択及び予算額の配分を行っている。
また、来年度の概算要求では、各国からの中低所得者向け住宅等に対する支援要請が増えていく機会を捉えて、官民がより一層連携を図り、我
が国企業の住宅供給技術や管理技術、施工上の品質確保技術等の優位性を訴求していくことにより、海外展開を加速させていくこととしており、増
額要求を行っている。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 国土交通省（新30-0003）

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.独立行政法人都市再生機構 B.

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0019

0016

旅費 補助事業実施のための旅費 1

人件費 補助事業実施のための人件費 14

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 委託費 19

計 34 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

2021 国交 20

国土交通省 0021

国土交通省

１４４百万円

【補助金等交付】

Ａ．民間事業者等（11団体）

１４４百万円

・新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ（事業化調査）等

・新興国政府職員等を対象とする技術見学会・制度研修会・セミナー・ワークショップ・技術提案等の企画・開催

・新興国等における住宅建築制度構築に資する技術の提供、一般に対する技術情報の提供



支出先上位１０者リスト

A.

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3
独立行政法人住宅
金融支援機構

2010005011502

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

16 補助金等交付 -

2
一般社団法人国際
建築住宅産業協会

6010005029243

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

20 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人都市
再生機構

1020005005090

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

34 補助金等交付 - - -

-

5
一般社団法人日本
免震構造協会

4011005003504

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

14 補助金等交付 - - -

- -

4 株式会社フジタ 8011001039242

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

15 補助金等交付 - -

- -

8 大和リース株式会社 4120001077476

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

8 補助金等交付 - -

- - -

7
株式会社マツザワ瓦
店

1180001045067

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

9 補助金等交付 -

6
一般社団法人北海
道建築技術協会

9430005010793

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

12 補助金等交付

- - -10 キマド株式会社 6230001000680

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

5 補助金等交付

-

9
スターツCAM株式会
社

4011701010514

住宅建築技術国際展開支
援事業（事業化調査、セミ
ナー開催等による事業環
境整備）

7 補助金等交付 - - -



事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）
国土交通省住宅局調べ（住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値）

- - -

目標値 ％ -

- - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y 43037795/245614 36579724/237273

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

- 年度 12

- - -

当初見込み 戸 600,000 300,000 - - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 千円/戸

245,614 237,273

30

令和12年度までに省エネ
基準を充たす住宅ストック
の割合を30%まで引き上げ
る。

省エネ基準を充たす住宅ス
トックの割合(平成25年度：
6%)

成果実績 ％ 13 -

達成度 ％ -

年度

- - -

　Ｘ：実績額（千円）／Ｙ：ポイント発行戸数（戸）

※実績額は発行ポイント数

175.2 154.2 - -

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

税率10%で一定の性能を有する住宅の新築やリフォームを行う者等に対して、様々な商品等と交換できるポイントを発行する。

一定の性能を有する住宅
の新築・リフォームの実施

ポイントを発行した戸数
活動実績 戸

主な増減理由

住宅需要変動平準化対策
費補助金

- - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

6% 82769% 190%

執行率（％） 100% 69% 98%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

税率10%で一定の性能を有する住宅の新築やリフォームを行う者等に対して、様々な商品等と交換できるポイントを発行する。 （補助率：定額）
＜ポイントの発行対象＞
①一定の性能を有する住宅の新築
省エネ性、耐震性やバリアフリー性能等が高い住宅のほか、家事負担軽減に資する設備の設置や耐震性のない住宅の建替えに対し、ポイントを発行す
る。
②リフォーム
エコリフォーム、耐震改修、.バリアフリー改修のほか、家事負担軽減に資する設備の設置や、.若者・子育て世帯による既存住宅の購入に伴う一定のリ
フォームに対し、ポイントを発行する。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 8,012 83,597 673

計 8,012 121,758 686 0 0

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

住宅需要変動平準化対策費補助金交付要綱
次世代住宅ポイントによる住宅需要変動平準化対策事業実
施要領

翌年度へ繰越し ▲ 121,988 ▲ 331 -

- -

令和5年度要求

当初予算 130,000 101 355 - -

補正予算 -

- 121,988 331 -

事業名 住宅需要変動平準化対策事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 平成30年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 国交 21 0015

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

2019年10月の消費税率引上げに際し、一定の省エネ性、耐震性、バリアフリー性能等を満たす住宅や家事負担軽減に資する住宅の新築やリフォームに対
しポイントを付与する等の事業を行う者に対し、国がその費用を補助することにより、良質な住宅ストックの形成に資する住宅投資の喚起を通じて、税率引
上げ前後の需要変動の平準化を図ることを目的とする。

住宅生産課 課長　山下　英和

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



　

成果実績 ％ - -

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △
省エネ基準を充たす住宅ストックの割合及びリフォームの市
場規模を引き上げるため引き続き取組が必要である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △
申請件数が想定を下回ったことにより、活動実績は当初の想
定を下回っている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
一定の性能を有する住宅の新築やリフォームを行った者に
付与したポイントによる交換商品の提供及びポイント発行に
関する審査に要する経費に限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
一定の性能を有する住宅の新築やリフォームに対して、あら
かじめ国が設定したポイント数の範囲内で商品と交換可能な
ポイントを発行しており、受益者との負担関係は妥当である

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
新築最大35万ポイント、リフォーム最大30万ポイントに対し
て、単位当たりコストは令和２年度は約15万ポイントとなって
おり、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
補助事業者がポイント発行・交換業務等を行うために必要な
費用に限定して支出している。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募によって受け付けた民間事業者等の提案について、有
識者で構成される第三者委員会による審査・評価等により、
補助対象を選定している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

住宅投資は内需の柱であり、2019年10月の消費税率引上げ
による駆け込み需要と反動減が生じた場合には、経済に大
きな影響を与えるリスクがある。本事業は、良質な住宅ストッ
クの形成に資する住宅投資の喚起を通じて、税率引上げ前
後の需要変動の平準化を図るものであり、国民や社会の
ニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
本事業は、2019年10月の消費税率引上げ前後の需要変動
の平準化を図るものであり、国が主導で行うことが必要であ
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業は、2019年10月の消費税率引上げによる駆け込み需
要と反動減により経済に影響を及ばさないようにするために
必要な事業である。特に、住宅については、駆け込み需要と
反動減が生じた場合には、経済に大きな影響を与えるリスク
があるため、本事業は優先度が高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月19日閣議決定）第２　目標６、８」
（国土交通省「建築着工統計」）、（国土交通省「住宅着工統計」）、（総務省「住宅・土地統計調査」）、（総務省「家計調査年報」）、（大規模修繕
等及び賃貸住宅リフォーム）国土交通省住宅局調べ

- - 14

令和12年度までに既存住
宅流通及びリフォームの市
場規模を14兆円まで引き上
げる。

既存住宅及びリフォームの
市場規模
（H30:12兆円）
※「住宅・土地統計調査」
は５年に一度の調査である
ため、実績は「－」となって
いる。

達成度 ％ - - - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

％ - -

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

2021 国交 20

国土交通省 0022

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0020

0017

平成30年度 -

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

-

平成25年度 -

予
定
通
り

終
了

所見も踏まえ、利用実態調査等を通じて本事業の効果を検証し、今後の住宅取得対策等の適切な立案・実施に努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業の効果を検証し、今後の住宅取得対策等の適切な立案・実施に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
令和２年８月末までポイント発行申請の受付を行い、順次ポイントの発行や商品交換等に係る業務を実施し、一定の性能を有する住宅の新築
やリフォームに対する支援を行った。

改善の
方向性

-

平成24年度

国土交通省

６７３百万円

A.民間事業者（１社）

６７３百万円

令和２年度までにポイントを発行した住宅

の完了報告受付、審査 等

【補助金等交付】



　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社電通 5010401143788
次世代住宅ポイントによる
住宅需要変動平準化対策
事業

673 補助金等交付 - - －

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 673 計 0

人件費 補助事業実施のための人件費 27

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 使用料、委託料、役務費 646

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社電通 B.

費　目 使　途



事業番号 - - -

（ ）
事業名 住宅・建築生産性向上促進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

2022 国交 21 0016

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

少子高齢化が進む中、力強い経済成長を実現するため、経済社会のあらゆる場面で官民が一体となった生産性の向上やイノベーションの創出に向けた取
組が加速している。
これを踏まえ、住宅・建築分野においても、生産性向上に向けた取組を進めるとともに、既存住宅流通・リフォーム市場の倍増により、我が国の経済成長に
貢献する。

住宅生産課 課長　山下　英和

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 717 680 646 648 648

補正予算 -

- - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①住宅生産技術イノベーション促進事業
　住宅・建築分野における生産性向上に向けて、住宅・建築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資する (1)新技術・サービスの開発・実証、(2)
仕様・工法の標準化等の取組に対して支援を行う。（補助率：1/2）
②良質なストック形成、既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備等に関する事業
　基準や制度の普及促進に係る情報提供等の取り組みに対して支援を行う。（補助率：定額）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 704 664 630

計 717 680 646 648 648

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

648 648 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 98% 98%

執行率（％） 98% 98% 98%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 648 648

活動内容
（アクティビ

ティ）

①住宅生産技術イノベーション促進事業
　住宅・建築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資する (1)新技術・サービスの開発・実証、(2)仕様・工法の標準化等の取組を行
う者に対し、当該取組に要する費用の一部について補助を行う。（補助率：1/2）
②良質なストック形成、既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備等に関する事業
　基準や制度の普及促進に係る情報提供等の取組を行う者に対し、当該取組に要する費用について補助を行う。（補助率：定額）

住宅・建築分野における生
産技術開発等及び良質な
既存住宅流通・リフォーム
市場の環境整備に係る制
度の普及啓発等

民間事業者等により公募し
た採択事業件数

活動実績 件 29 28

14

令和12年度までに既存住
宅流通及びリフォームの市
場規模を14兆円まで引き上
げる。

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模
（H30:12兆円）
※「住宅・土地統計調査」
は５年に一度の調査である
ため、実績は「－」となって
いる。

成果実績 兆円 - -

達成度 ％ -

年度

- - -

Ｘ：事業実績額（百万円）／Ｙ：採択事業件数（件数）

24 24 32 32

計算式

20 - -

当初見込み 件 22 22 22 20 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円／件

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

630/20 648/20

- 年度 12

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y 704/29 664/28

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 兆円 -

- - - -



　

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果 令和３年度は、補助事業者に対するヒアリングを通じた執行状況等の把握等により、効率的かつ適切な事業執行に努めた。

改善の
方向性

引き続き、年度途中の執行状況の把握等により、効率的かつ適切な事業執行に努める。

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月19日閣議決定）第２　目標６、８」
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」）
（国土交通省(2013)平成25年度住宅市場動向調査）

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

民間事業者等の提案を活かし効率的な執行を行うため、事
業の企画内容を提案する公募を実施。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業の目的は、社会課題である住宅・建築分野における
生産性向上や既存住宅流通・リフォーム市場の活性化を進
めるものであることから、国民や社会のニーズを的確に反映
している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

住宅・建築分野における生産性の向上や既存住宅流通・リ
フォーム市場の活性化は地域によらず取り組むべき課題で
ある。また、目的の達成のためには、民間の自助努力だけで
なく、国による政策的な後押しが必要であることから、本事業
は国が主導で行うことが必要である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業の目的である生産性の向上や既存住宅流通・リ
フォーム市場の活性化は、経済財政運営と改革の基本方針
2019等に位置づけられている政策的に優先度の高い事業で
ある。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業者に対して補助金の使途を確認のうえ、住宅・建築分野
における生産性向上や既存住宅流通・リフォーム市場の活
性化等に資する技術開発、調査等を行うために真に必要な
費用に限定して支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○

住宅・建築分野における生産性向上や既存住宅流通・リ
フォーム市場の活性化に資する技術開発、調査等を行うた
めに必要な費用に限定して支出しており、受益者との負担関
係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
費目･使途の妥当性について確認し、不要なコストについて
削減させることにより効率的な執行に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
事務事業者が交付事務等に要した費用に限定して支出して
いる。

技術開発の成果をＨＰで公表、セミナー・シンポジウムの開
催等を通じた基準や制度の普及促進等を図っている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △
既存住宅流通・リフォーム市場の活性化を進めるため引き続
き取組が必要である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は概ね見込みにあったものであり、適切に執行され
ている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐



- -

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

過年度の事業により得られた成果を検証し、今後は更に支援すべき必要性の高い案件に誘導するなど、より的確な事業執行に努めるべきであ
る。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度 -

平成25年度 -

年
度
内
に

改
善
を
検

討
所見も踏まえ、過年度の事業により得られた成果を検証し、今後は更に支援すべき必要性の高い案件に誘導するなど、より的確な事業執行に向
けた改善を検討する。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 新31-001

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0021

00182021 国交 20

国土交通省 新31 0001

Ａ民間事業者等（１４者）

５７０百万円

国土交通省

６３０百万円

【補助金等交付】

B一般社団法人

住宅性能評価・表示協会

１２百万円

・住宅生産技術イノベーション促進事業（2者）

・良質なストック形成、既存住宅流通・リフォーム市場

の環境整備等に関する事業（12者）

・住宅生産技術イノベーション促進事業に関する評価

業務を実施

C一般社団法人すまいづくり

まちづくりセンター連合会

４８百万円

・住宅生産技術イノベーション促進事業に関する事務

業務を実施

D.民間事業者等（６者）

４７百万円

・住宅生産技術イノベーション促進事業（6者）

【補助金等交付】

【補助金等交付】

【補助金等交付】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人住宅リフォーム推進協議会 B.一般社団法人住宅性能評価・表示協会

費　目 使　途

旅費 講師等旅費 0 旅費 評価委員等旅費 0

人件費 補助事業実施のための人件費 6 庁費
賃金、報償金、需用費、役務費、使用料及
び賃借料

6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費
報奨費、需用費、役務費、委託費、使用料
及び賃料

128 人件費 補助事業実施のための人件費 6

C.一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合
会

D.株式会社リコー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 134 計 12

庁費
需用費、役務費、使用料及び賃借料、委託
費

0

人件費 補助事業実施のための人件費 1

その他 事業費 47 庁費 委託費 20

旅費 職員等旅費 0

計 48 計 20

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3
一般社団法人住宅
性能評価・表示協会

5011105004467
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

90 補助金等交付 -

2
一般社団法人日本
サステナブル建築協
会

9010005013558
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

123 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人住宅リ
フォーム推進協議会

7010005013493
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

134 補助金等交付 - - -

-

5
一般財団法人住宅
保証支援機構

9010405000305
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

35 補助金等交付 - - -

- -

4
一般社団法人木を活
かす建築推進協議
会

6010405007831
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

35 補助金等交付 - -

- -

8
一般財団法人日本
建築防災協会

5010405010349
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

20 補助金等交付 - -

- - -

7 株式会社ATC 7010001204658
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

21 補助金等交付 -

6
一般社団法人新都
市ハウジング協会

5010405010539
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

31 補助金等交付

- - -10
一般社団法人新都
市ハウジング協会

5010405010539
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

17 補助金等交付

-

9
一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

4011105004468
住宅市場における基準や
技術の普及促進等、技術
基盤の強化に関する事業

19 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人住宅
性能評価・表示協会

5011105004467

生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等に関する評価業務を実
施

12 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-



C

D

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

4011105004468

生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等に関する事務業務を実
施

48 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

3
株式会社マツザワ瓦
店

1180001045067
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

8 補助金等交付 - -

- - -

2
一般社団法人建築
基礎・地盤技術高度
化推進協議会

3010005031672
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

10 補助金等交付 -

1 株式会社リコー 8050001041213
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

20 補助金等交付

- - -

6
一般社団法人日本
ツーバイフォー建築
協会

5010405001083
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

2 補助金等交付 -

5 株式会社アミック 6020001036969
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

2 補助金等交付

-

4
株式会社コンステッ
ク

1120001108515
生産性向上に資する新技
術・サービスの開発・実証
等

5 補助金等交付 - - -

- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



事業番号 - - -

（ ）
事業名 省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 国交 21 0017

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年5月17日公布）に盛り込まれている
・中規模のオフィスビル等の適合義務制度の対象への追加
・マンション等に係る届出義務制度の監督体制の強化
・注文戸建住宅及び賃貸アパートの住宅トップランナー制度の対象への追加
・戸建住宅等における建築士から建築主への説明義務制度の創設　等
が施行され、住宅・建築物の設計者・施工者・建築主等が円滑に対応できるようにすることで住宅・建築物の省エネ性能の向上に係る市場環境を整備する
とともに、所管行政庁や民間審査機関における審査等の体制を整備する。

参事官（建築企画担当） 参事官　今村　敬

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 781 610 500 - -

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①住宅生産事業者、所管行政庁等に対する制度の周知のための講習会等の実施に対する支援
②中小工務店等の住宅生産事業者に対する設備・建材に係る設計方法、省エネに係る計算方法、施工方法等に関する講習会等の実施に対する支援
③住宅取得者等に対する制度の周知に対する支援
④設計方法や制度の手続きに関して相談等を受け付ける体制の整備に対する支援　等
（補助率：定額）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 718 536 477

計 781 610 500 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

- - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 88% 95%

執行率（％） 92% 88% 95%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年5月17日公布）が施行され、住宅・建築物の設計者・施工
者・建築主等が円滑に対応できるようにすることで住宅・建築物の省エネ性能の向上に係る市場環境を整備するとともに、所管行政庁や民間審
査機関における審査等の体制を整備する。

住宅・建築物の省エネ性能
の向上に係る市場環境を
整備するとともに、所管行
政庁や民間審査機関にお
ける審査等の体制を整備
する。

公募による民間事業者等
の採択事業件数

活動実績 件 7 3

58

住宅･建築物分野における
CO2排出量を2030年度の
目安として58％削減（2013
年度比）

2013年度のCO2排出量に
対する当該年度のCO2排
出量の削減率

成果実績 ％ 21 22

達成度 ％ 36

年度

- - -

X：実績額（百万円）／Y：交付件数（件）

102.6 178.6 95.4 -

計算式

5 - -

当初見込み 件 10 10 5 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円／件

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

477/5 -

- 年度 12

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y 718/7 536/3

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 ％ -

38 - - -



９　地球温暖化防止等の環境の保全を行う

-

％ - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地球温暖化対策計画〈令和３年10月22日閣議決定）、環境省公表資料

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値 - - 30

令和12年度までに省エネ
基準を充たす住宅ストック
の割合を30%まで引き上げ
る。

省エネ基準を充たす住宅ス
トックの割合
（平成25年度：６%）

達成度 ％ - - - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P13（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 ３　地球環境の保全

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募によって受け付けた提案について、審査・評価等により
補助対象を選定している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業の目的は、住宅・建築物の省エネ性能の向上に係る
市場環境等を整備し、これにより住宅・建築物の省エネ化の
推進を図るものであることから、国民や社会のニーズを的確
に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業の目的である、住宅・建築物の省エネ性能の向上に
係る市場環境等を整備し、これにより住宅・建築物の省エネ
化の推進を図ることは、地球温暖化対策計画に定めるCO2
削減目標を達成するため、地域によらず国が取り組むべき
重要な課題である。
さらに、本事業は建築物省エネ法の施行など国による省エネ
施策の強化に関する講習会等を実施するものであることか
ら、地方自治体や民間等の自主的な取組によることは難し
く、法制度を所管する国が実施することが必要である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業は、住宅・建築物の設計者・施工者・建築主等への建
築物省エネ法や省エネ基準に関する講習会等を支援するこ
とにより、住宅・建築物の省エネ性能の向上に係る市場環境
等を整備するものであることから、必要かつ適切な事業であ
る。
また、本事業の目的である、住宅・建築物の省エネ性能の向
上に係る市場環境等を整備し、これにより住宅・建築物の省
エネ化の推進を図ることは、地球温暖化対策計画（平成28年
5月13日閣議決定）に定めるCO2削減目標を達成するために
必要な政策であることから、優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
効果的かつ効率的な施策を講じるために必要な項目に限定
して支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
住宅・建築物の設計者・施工者・建築主等への建築物省エネ
法や省エネ基準に関する講習会等に要する費用等を補助す
るものであり、妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
補助対象の選定や交付決定にあたって、事業内容が予算規
模に見合うか精査しており、単位当たりコスト等の水準は妥
当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

成果実績 ％ 13 -



- -

事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業における取組みを検証し、令和４年に成立した改正建築物省エネ法の円滑な施行に向けた取組み等をより効果的・効率的に実施するよう
努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
令和３年度は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年5月17日公布）が施行され、住宅・建築物
の設計者・施工者・建築主等への建築物省エネ法や省エネ基準に関する講習会等の必要度の高い取組みに対して支援を実施し、住宅・建築
物の設計者・施工者・建築主等が円滑に対応できるよう図った。

改善の
方向性

‐

平成24年度

建築物省エネ法や省エネ基準に関する講習会に係る説明資
料、広報資料等は制度周知・普及に活用されている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

建築物の省エネ基準適合率は近年向上しているが、省エネ
基準を充たす住宅ストックの割合や建築物の省エネ基準適
合率を引き上げるため、さらに継続して住宅・建築物の省エ
ネ化の推進が必要である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は概ね見込みにあったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

平成25年度 -

予
定
通
り

終
了

本事業は事業終了年度を迎え、廃止された。本事業における取組みを検証し、令和４年に成立した改正建築物省エネ法の円滑な施行に向けた取
組み等をより効果的・効率的に実施するよう努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 新31-0002

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0022

00192021 国交 20

国土交通省 新31 0002



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人木を活かす建築推進協議会 B.

費　目 使　途

庁費 役務費、委託料等 178.7

旅費 事業担当者旅費等 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 事業担当者人件費等 10.1

計 188.8 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3 株式会社日建学院 9013301021795

改正建築物省エネ法に関
する講習会の実施・運営等
の周知に関する事業、改正
建築物省エネ法の関連情
報を発信する事業、周知・
広報事業の全体調整や実
績管理等のサポートの実
施に関する事業

81.7 補助金等交付 -

2 株式会社電通 5010401143788

改正建築物省エネ法への
対応状況や施行状況の調
査、改正建築物省エネ法の
関連情報を発信する事業

150.2 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人木を活
かす建築推進協議
会

6010405007831

改正建築物省エネ法の制
度内容の理解や省エネ技
術等への対応が特に不十
分な事業者等を対象とした
解説資料の整備・周知に関
する事業

188.8 補助金等交付 - - -

-

5
一般社団法人日本
設備設計事務所協
会連合会

4010005004280
改正建築物省エネ法に関
する専門的な問い合わせ
窓口の設置に関する事業

14 補助金等交付 - - -

- -

4
一般財団法人住宅・
建築SDGｓ推進セン
ター

6010005018923
改正建築物省エネ法に関
する専門的な問い合わせ
窓口の設置に関する事業

42.3 補助金等交付 - -

A.民間事業者等（５団体）

477百万円

国土交通省

477百万円

【補助金等交付】



事業番号 - - -

（ ）
事業名 建築情報システム高度化促進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 国交 21 0018

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

人口減少が進む中、他分野と同様、建築分野における生産性の向上を図ることが喫緊の課題である。このため、建築物の建築にあたり、建築確認等の手
続きに要する時間コストの削減を目的とする。

建築指導課 課長　宿本 尚吾

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱(令和４年４月１
日)

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 36 36 54 0 0

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

建築関係手続の一層の簡素化に向け、更なるオンライン化を推進するため、電子申請を行うことが可能なシステム整備に対する支援を行う。（補助率：定額
補助）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 35 36 54

計 36 36 54 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

0 0 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 100% 100%

執行率（％） 97% 100% 100%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 0 0

活動内容
（アクティビ

ティ）

民間事業者等に対して、建築関係手続の電子申請を行うことが可能なシステム整備を行う上で要する費用について補助金を交付する。

建築関係手続の電子申請
を行うことが可能なシステ
ムの整備

建築関係手続の電子申請
を行うことが可能なシステ
ム整備のために交付された
補助金の件数

活動実績 - 2 2

46

令和３年度までに、建築確
認申請の電子化に対応し
ている国土交通大臣指定・
地方整備局長指定の確認
検査機関の割合を事業開
始前年度（平成30年度）比
の２倍にする（23％→46％）

建築確認申請の電子化に
対応している国土交通大臣
指定・地方整備局長指定の
確認検査機関の割合
（46％）

成果実績 ％ 30 30

達成度 ％ 65

年度

46 46 -

Ｘ：実績額（百万円）／Ｙ：交付件数（件）

18 18 54 -

計算式

1 - -

当初見込み - 2 2 1 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

54/1 -

- 年度 3

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　/ 36/2 36/2

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

34 - -

目標値 ％ 46

65 74 - -



事業名事業番号

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

P.88

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「建築確認申請の電子化対応の件数」国土交通省住宅局調べ

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： 地方行財政改革 ３．デジタル・ガバメントの断行

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募により事業者を選定しており、その審査においては事業
を的確に遂行する技術能力、経理・事務の管理体制及び費
目・使途の妥当性について確認している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

人口減少が進む中、他分野と同様、建築分野における生産
性の向上を図ることが喫緊の課題である。その中で、建築物
の建築にあたり、建築確認等の手続きに要する時間コストを
削減することは、建築分野における生産性の向上に直結す
るものであり、社会的ニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）におい
て、建築確認申請の普及に向けて、確認申請の大半を取り
扱っている指定確認検査機関による確認申請の電子化対応
の支援等を速やかに進めるとされている。また、「規制改革
実施計画（令和2年7月17日閣議決定）」のデジタルガバメント
分野「（３）新たな取組」に記載の「７.個別分野におけるオンラ
イン利用率の大胆な引上げ」に基づき、建築確認等のオンラ
イン利用率の引上げに向けた基本計画を令和２年１２月に策
定したところであり、更なるオンライン化を推進することは、国
が早急に取り組むべき課題である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

「規制改革実施計画（令和2年7月17日閣議決定）」のデジタ
ルガバメント分野「（３）新たな取組」に記載の「７.個別分野に
おけるオンライン利用率の大胆な引上げ」に基づき、基本計
画を策定してオンライン利用率の大胆な引上げを図る28事
業の1つに建築確認等が選定されており、本事業は必要かつ
適切、また、優先度が高い。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
補助事業者に対して適宜ヒアリングを実施し、効率的かつ適
切な執行となるよう執行状況等の把握を行った。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 事業内容に即して適切に運用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
電子申請を行うことが可能なシステム整備に必要な費用に
限定して支出しており、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
当初の交付申請時と完了実績報告時に大幅な金額の変更
があった項目について報告させるとともに、単位あたりコスト
の妥当性を精査している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

各種検討や調査の結果について分析・整理を行った上で必
要に応じ活用を図っている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
建築確認申請の電子化に対応している国土交通大臣指定・
地方整備局長指定の確認検査機関の数を引き上げるため
のさらなる普及策が必要。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は概ね見込みにあったものであり、適切に執行され
ている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐



- -

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業における取組みを検証し、今後、建築確認手続き等の一層の効率化に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
前年度から事業内容を検討・決定することで事業開始を早めることができた(令和元年度：8月開始、令和2,3年度：5月開始）。補助事業者に対し
て適宜ヒアリングを実施し、効率的かつ適切な執行となるよう執行状況等の把握を行った。

改善の
方向性

補助事業者に対して適宜ヒアリングを実施し、効率的かつ適切な事業の実施に努めた。令和3年度で事業終了。

平成24年度 -

平成25年度 -

予
定
通
り

終
了

建築分野における生産性の向上のため、本事業により構築された建築確認申請のオンラインシステムの普及等を通じて、建築確認等の一層の効
率化に引き続き取り組んでいく。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成30年度 新31-0003

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0023

00202021 国交 20

国土交通省 新31 0003

国土交通省

54百万円

【補助金等交付】

Ａ．一般財団法人建築行政情報セン

ター

54百万円

電子的に建築確認申請を行うことが可能なシステムの整備



支出先上位１０者リスト

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般財団法人建築行政情報センター B.

費　目 使　途

人件費
電子申請受付システムの開発に要する人
件費

17.9

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費
電子申請受付システムの開発に要する開
発費

35.8

計 53.7 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人建築
行政情報センター

4011105004955
電子申請受付システムの
開発

53.7 補助金等交付 - - -



事業番号 - - -

（ ）

成果実績 ％ 29.1 33.5

- - 40
令和12年度までに、公的賃
貸住宅団地（100戸以上）に
おける地域拠点施設併設
率について、おおむね4割
を目指す。

公的賃貸住宅団地（100戸
以上）における地域拠点施
設併設率※
※高齢者世帯、障害者世
帯、子育て世帯の支援に資
する施設。ＵＲ団地におい
ては、地域の医療福祉拠
点化を推進（250団地程度
（令和12年））し、これにより
設置される施設を含む。

達成度 ％ 72.8 83.8 87.8 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

8.1

計算式 　　X/Y 72/9 72/9 72/9 65/8

公営住宅におけるPPP/PFI推進円滑化に係る補助額
（百万円）／Y：補助した地方公共団体数

単位当たり
コスト 百万円 8 8 8

35.1 - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

9 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

％ - -

当初見込み 団体 9 9 9 8 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

公営住宅に係るPPP/PFI
事業の普及

公営住宅におけるPPP/PFI
推進円滑化に係る支援を
実施した地方公共団体数
※令和元年度以前は重層
的セーフティネット構築支
援事業の活動実績

活動実績 団体 9 9

単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 160 199

活動内容
（アクティビ

ティ）

公営住宅に係るPPP/PFI事業の導入候補団地の抽出や基本構想策定段階に必要な調査等に対する補助を実施。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

160 199 小規模な地方公共団体における公営住宅の建替え等の促進にむけ、
PPP/PFI手法の導入への支援の強化等をするため。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 86% 99%

執行率（％） - 86% 99%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

公営住宅に係るPPP/PFI事業の導入候補団地の抽出や基本構想策定段階に必要な調査を行う事業、民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者の受入
れ等に係る課題解決に向けたモデル的な取組や実態調査、全国研修会等を行う事業及び民間賃貸住宅の計画修繕に係る普及啓発や一定の断熱性能を
有し遮音対策が講じられた民間賃貸住宅の普及促進に係る事業に対する補助を実施。（補助率：定額）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 194 208

計 0 226 210 160 199

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱
経済財政運営と改革の基本方針2020（令和2年7月17日閣議
決定）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - 226 210 160 199

補正予算 -

- - - - -

事業名
共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事
業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室

2022 国交 21 0019

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策
高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、少
子化社会対策

主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

今後も増加が見込まれる高齢者や障害者等の居住の安定や外国人材の受入れ環境の整備のため、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅を活用した住宅セーフ
ティネットの構築を推進し、共生社会実現を図る。

住宅総合整備課
安心居住推進課
参事官（マンション・賃貸住宅担当）

課長　鈴木　あおい
課長　上森　康幹
参事官　矢吹　周平

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に
関する法律（平成19年法律第112号）

関係する
計画、通知等



- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成30年「住宅・土地統計調査」（総務省）等

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

高齢者、障害者及び子育て世帯等、市場において自力では
適正な住宅を確保することが困難な者が多様化かつ増加す
る中で、緊急かつ柔軟に住宅セーフティネットに係る施策を
講じていくことは社会的要請が高いものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

共生社会実現に向けた住宅セーフティネットの構築を推進す
るためには、国が主導で、民間賃貸住宅を活用した住宅確
保要配慮者の受入れ等に係る課題解決に向けたモデル的な
取組や実態調査等を行う必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
共生社会実現に向けた柔軟な住宅セーフティネットを整備す
るために、国が率先して優先的に行うべきものである。

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P1（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

- - -

目標値 割 - - - - 2

民間賃貸住宅のうち、一定
の断熱性能を有し遮音対
策が講じられた住宅の割合
を令和12年度までに2割と
する。

民間賃貸住宅のうち、一定
の断熱性能を有し遮音対
策が講じられた住宅の割合
計算式： 一定の断熱性能
を有し遮音対策が講じられ
た戸数/民営借家共同住宅
の総ストック数
※本指標は5年に一度の調
査で実績を把握しているた
め、R1、R2及びR3の実績
値は記載不可である。

成果実績 割 - -

達成度 ％ - -

目標最終年度

- 年度 12 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

4年度
活動見込

単位 令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「住生活基本計画（令和3年3月19日閣議決定）第２　目標４」　国土交通省住宅局調べ

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　X/Y - 37/5

14 -

5年度
活動見込

住宅確保要配慮者の民間
賃貸住宅への円滑な入居

民間賃貸住宅を活用した
住宅確保要配慮者受け入
れの全国研修会等の実施
件数

活動実績 件 - 5
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）

-

当初見込み 件 - 15 15 14 14

令和2年度 令和3年度

4年度活動見込

民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者受け入れ
の全国研修会等の実施に係る補助額（百万円）／Y：研

修会実施件数

単位当たり
コスト 百万円 - 7.4 3.7 3.4

計算式

単位当たり
コスト

1 - -

当初見込み

15/1 13.8/1 8/1

セーフティネット住宅等における計画修繕の実施を推進
するための講習会の開催に係る補助額（百万円）／Y：

講習会開催件数

単位当たり
コスト 百万円 - 15 13.8

52.4/14 48.2/14

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

民間賃貸住宅における計
画修繕の普及

セーフティネット住宅等にお
ける計画修繕の実施を推
進するための講習会の開
催件数

活動実績 件 - 1
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

活動目標 活動指標

計算式 　　X/Y -

件

8

- 5 1 1 1

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

不動産事業者や民間賃貸住宅に係る相談業務に携わる者等を対象に、住宅確保要配慮者の受入れや民間賃貸住宅の相談対応に関する研
修会等を実施する事業者等を支援する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

賃貸住宅の所有者や賃貸住宅管理会社等を対象に、民間賃貸住宅の計画修繕の普及啓発に関する研修会を実施する事業者を支援する。

１　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良
質な住宅ストックの形成を図る

P.70



現
状
通
り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、過年度の取組を検証し、住宅セーフティネットの充実に資する効果的な予算執行に努める。

備考

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
本事業により、共生社会実現に向けた住宅セーフティネット
の構築に向けて着実に進捗している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
公募した全ての調査事項を実施しており、見込みどおりの活
動を実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
応募書類及び交付申請書の審査にあたっては、費目・使途
が事業目的に即しているか等の審査を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
住宅セーフティネット法に基づき、低額所得者等の住宅確保
要配慮者向けの居住支援活動等に必要な経費に限定して
支出しており、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
補助事業者の特定や交付決定にあたっては、事業内容が予
算規模に見合ったものになっているか等の審査を行ってお
り、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○ 交付事務等に要した費用に限定して支出している。

公的賃貸住宅団地におけるPPP/PFI事業の推進により、高
齢者、障害者及び子育て世帯等の住宅への円滑な入居の
促進に寄与している。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 民間事業者等の提案を活かし効率的な執行を行うため、事
業の企画内容を提案する公募を実施している。
補助事業者の特定にあたっては、適切かつ効率的な支出が
行えるよう、当該事業の目的、補助金の使途等が明確に説
明されているか等の審査を行っており、妥当である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業名事業番号

外部有識者の所見

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業の過年度の取組みを検証し、住宅セーフティーネットの更なる充実に向け、地方公共団体等のニーズも踏まえつつ、より効果的・効率的な
事業となるよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

高齢者や障害者等の居住の安定や外国人材の受入れ環境の整備のため、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの
構築を推進した。公的賃貸住宅団地については、地域拠点施設（高齢者世帯や障害者世帯、子育て支援世帯の支援に資する施設）併設率を、
令和2年度3月末時点で33.5％まで高めている。民間賃貸住宅については、住宅確保要配慮者の受け入れや相談対応に関する研修会等を実
施する事業者等を支援している。

改善の
方向性

共生社会の実現に向け、住宅セーフティネット制度のより一層の普及・促進に資するもの等に対して適切に支援を行うなど、引き続き事業を実
施する。



- -

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

2021 国交 20

国土交通省 新32 0001

-

9
大東建託パートナー
ズ株式会社

1010401016618
SN住宅の長期修繕計画の
策定等に要する経費補助

13.7 補助金等交付 - - -

- -

8
株式会社工業市場
研究所

3010401009628
計画修繕に関する講習会
の開催

13.8 補助金等交付 - -

- - -

7
ランドブレイン株式会
社

9010001031943
公営住宅に係るPPP/PFI
導入推進事業

17.4 補助金等交付 -

6
株式会社地域計画
建築研究所

2130001018043
公営住宅に係るPPP/PFI
導入推進事業

23.1 補助金等交付

-

5
公益財団法人日本
賃貸住宅管理協会

8010005018789
外国人の入居受入れに係
る講習会等の実施

23.4 補助金等交付 - - -

- -

4
一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

4011105004468
セーフティネット住宅の登
録の促進に係る事業

26.1 補助金等交付 - -

- - -

3
株式会社社会空間
研究所

3011001011016
民間賃貸住宅のトラブルや
残置物処理に関する研修
会等の実施

29 補助金等交付 -

2
一般社団法人高齢
者住宅協会

4010005017035
サービス付き高齢者向け
住宅制度の普及促進事業

30 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696
公営住宅に係るPPP/PFI
導入推進事業

31.6 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 31.6 計 0

旅費 旅費、庁費 1.1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 担当者人件費 30.5

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. 株式会社市浦ハウジング＆プランニング B.

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 新02 0001

0021

平成30年度 0013

令和元年度

平成28年度 0019

平成29年度 0015

平成26年度 -

平成27年度 新27-002

-

平成25年度 -

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成24年度

国土交通省

208百万円

A 民間事業者等（9団体）

208百万円

【補助金等交付】

・サービス付き高齢者向け住宅の登録状況に係る調査分析や事業者等に対する登録制度及び関連制

度の周知・普及を実施

・公営住宅に係るPPP/PFI事業普及のため、基本構想策定段階における必要な支援を実施

・新たな住宅セーフティネット制度の周知・普及を実施

・外国人受入れ拡大等に対応し、民間賃貸住宅を活用した住宅確保用配慮者の受入れ等に係る課題

解決に向けた実態調査や全国研修会等を実施

・セーフティネット住宅における建物診断・長期修繕計画の策定とこれに基づく計画修繕の普及啓発等

を実施



事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

居住支援法人等が賃貸借契約又は家賃債務保証契約における緊急
連絡先となる場合の補助限度額の引上げなど、居住支援法人等の活
動に対する支援を強化するため。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
住生活基本計画（令和3年3月）

活動目標及び
活動実績

（アウトプット） 居住支援協議会の活動支
援事業への応募

居住支援協議会の活動支
援を実施した居住支援協
議会数
※令和元年度以前は重層
的セーフティネット構築支
援事業の活動実績

単位当たり
コスト X：居住支援協議会の活動支援に係る補助額（百万円）

／Y：補助実施数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和12年度までに、居住支
援協議会を設立した市区
町村の人口カバー率が全
体に占める割合の50％と
する。

居住支援協議会のある市
区町村の人口の合計が国
の総人口に占める割合

目標値 ％ - - -

予算
の状
況

- 50

達成度 ％ - 50 56 - -

計算式 　　X/Y 173/45 221/48 248/57 231/60

中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

成果実績 ％ - 25 28 - -

当初見込み 団体 55 60 54 60 -

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円 3.8 4.6 4.3 3.9

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動実績 団体 45 48 57 - -

計 945 1,134

活動内容
（アクティビ

ティ）

居住支援協議会・居住支援法人等による住宅確保要配慮者の入居の円滑化に関する活動等に対する補助を実施

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

945 1,134

執行額 860 1,511

執行率（％） - 100% 99%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 100% 143%

翌年度へ繰越し - ▲ 460 -

予備費等 - 460 - 239

計 0 860 1,519 1,184 1,134

当初予算 - 860 959 945 1,134

補正予算 - - 100

前年度から繰越し - - 460 -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に
関する法律（平成19年法律第112号）

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱
経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日閣議
決定）

主要政策・施策
高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、少
子化社会対策

主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

今後も増加が見込まれる高齢者や障がい者等の居住の安定や外国人材の受入れ環境の整備のため、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅を活用した住宅セー
フティネットの構築を推進し、共生社会実現を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「住宅セーフティネット法」という。）に基づく居住支援協議会・居住支援法人等によ
る住宅確保要配慮者の入居円滑化の活動を行う事業に対する補助を実施

実施方法 補助

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度要求

2022 国交 21 0020

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省
事業名 居住支援協議会等活動支援事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室 安心居住推進課 課長　上森　康幹



国
費
投
入
の
必
要
性

民間事業者等の提案を活かし効率的な執行を行うため、事
業の企画内容を提案する公募を実施している。
補助事業者の特定にあたっては、適切かつ効率的な支出が
行えるよう、当該事業の目的、補助金の使途等が明確に説
明されているか等の審査を行っており、妥当である。

事
業
の
有
効
性

点
検
・
改
善
結
果

事
業
の
効
率
性

点検結果
高齢者や障がい者等の居住の安定や外国人材の受入れ環境の整備のため、地方公共団体に居住支援協議会への参画及び設立を推進し、
居住支援法人に対しては、補助事業や研修会等を通じ活動支援を行った。

改善の
方向性

共生社会の実現に向け、新たな住宅セーフティネット制度のより一層の普及・促進に資するもの等に対して適切に支援を行うなど、引き続き事
業を実施する。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
本事業により、共生社会実現に向けた住宅セーフティネット
の構築に向けて着実に進捗している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 見込みどおりの活動を実施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
HP等を作成、周知しており、高齢者、障がい者及び子育て世
帯等の住宅への円滑な入居の促進に寄与している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
住宅セーフティネット法に基づき、低額所得者等の住宅確保
要配慮者向けの居住支援活動等に必要な経費に限定して
支出しており、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
補助事業者の特定や交付決定にあたっては、事業内容が予
算規模に見合ったものになっているか等の審査を行ってお
り、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○ 交付事務等に要した費用に限定して支出している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
応募書類及び交付申請書の審査にあたっては、費目・使途
が事業目的に即しているか等の審査を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

高齢者、障がい者及び子育て世帯等、市場において自力で
は適正な住宅を確保することが困難な者が多様化かつ増加
する中で、緊急かつ柔軟に住宅セーフティネットに係る施策
を講じていくことは社会的要請が高いものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

共生社会実現に向けた住宅セーフティネットの構築を推進す
るためには、国が主導で、居住支援協議会等による住宅確
保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居の円滑化に関する
取組みの促進や、改正住宅セーフティネット法に基づく新た
な制度の周知・普及等を行う必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
共生社会実現に向けた柔軟な住宅セーフティネットを整備す
るために、国が率先して優先的に行うべきものである。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P1（全体版）

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所 P.70

事業所管部局による点検・改善

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価 施策

１　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良
質な住宅ストックの形成を図る

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項



- -

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和2年度 国土交通省 新02 0001

令和3年度 2021 国交 20 0021

平成29年度 0015

平成30年度 0013

令和元年度 国土交通省 新32 0001

平成25年度

平成26年度

平成27年度 新27-002

平成28年度 0019

【令和４年度公開プロセス】
「事業全体の抜本的な改善」
・単純な人口カバー率だけでなく、成果指標の具体性を上げるべき。
・各法人の生産性も含め、協議会、支援法人の活動そのものを評価・測定するためにアウトプット指標、アウトカム指標について検討すべき。
・他の居住支援策（債務保証等）、公営住宅等とバランスを考えて、本事業への資金配分を考えるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
全
体

の

抜
本
的
な

改
善

過年度の本事業の執行状況を踏まえ、政策的な優先度の高い取組み対して支援を重点化することなどにより、限られた予算の中で本事業の効果
を最大限発揮できるようにすべきである。また関係省庁における取組みの進展を踏まえつつ、本事業の役割を検証し、必要な見直しをすべきであ
る。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

年
度
内
に

改
善
を
検

討

・住宅確保要配慮者に対する相談体制の構築状況を示す具体的な指標として「指定を受けた居住支援法人数」などの指標を追加すべく検討を行
う。
・居住支援法人の活動そのものを評価・測定するための具体的な指標を位置づけ、実績に応じた補助金の配分を検討する。
・居住支援協議会等への活動支援事業と、他の居住支援策とのバランスを考慮し必要に応じた適切な資金配分を行う。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

平成24年度

外部有識者の所見

国土交通省

1511百万円
A 事務事業者(1者）

828百万円

【補助金等交付】

・居住支援法人活動支援事業の補助金

交付等を実施

・住宅確保用配慮者の民間賃貸住宅へ

の入居の円滑化に関する活動を実施

B 居住支援法人（164団体）

775百万円

・住宅確保用配慮者の民間賃貸住宅へ

の入居の円滑化に関する活動を実施

D 居住支援協議会等（60団体）

278百万円

C 居住支援法人（114団体）

405百万円

【補助金等交付】

【補助金等交付】

【補助金等交付】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

10 株式会社ラポール 4430001071563 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

8
社会福祉法人リベル
タ

3120005002506 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

9
社会福祉法人グリー
ンコープ

9290005003473 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

6
特定非営利活動法
人WAC清水さわやか
サービス

3080005003153 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

7
NPO法人住むケアお
おいた

3320005009225 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

4
特定非営利活動法
人　神戸の冬を支え
る会

9140005004164 居住支援活動 8 補助金等交付 - - -

5 株式会社 クラスケア 4290001079951 居住支援活動 8 補助金等交付 - - -

2
一般社団法人きょう
のくらしがかり

2130005015433 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

3 株式会社めぐみ企画 1430003008665 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
メイクホーム株式会
社

2010001129975 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

1
株式会社福祉開発
研究所

5010001027887 居住支援活動 828
一般競争契約
（総合評価）

2 - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

計 8 計 12

庁費 消耗品費、事務所家賃等 1

旅費 交通書 1 庁費 消耗品費、事務所家賃等 1.7

計 828 計 10

C.特定非営利活動法人Homedoor D.岸和田市居住支援協議会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 給料及び職員手当等 6 人件費 給料及び職員手当等 10.3

人件費 給料及び職員手当等 44.3 旅費 交通費 1

庁費 消耗品費、事務所家賃等 7.9 庁費 消耗品費、事務所家賃等 1

旅費 交通費 0.8

A.株式会社福祉開発研究所 B.メイクホーム株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

交付金 補助金 775 人件費 給料及び職員手当等 8



C

D

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

10
福岡市居住支援協
議会

- 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

8
神奈川県居住支援
協議会

- 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

9
横浜市居住支援協
議会

- 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

6
豊中市居住支援協
議会

- 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

7
大田区居住支援協
議会

- 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

4
鹿児島県居住支援
協議会

- 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

5
合志市居住支援協
議会

- 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

2
熊本市居住支援協
議会

- 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

3
大牟田市居住支援
協議会

- 居住支援活動 10 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
岸和田市居住支援
協議会

- 居住支援活動 12 補助金等交付 - - -

9
株式会社トータル
ホーム

5021001024601 居住支援活動 5 補助金等交付 - - -

10
一般社団法人みのり
サポート

5120005021462 居住支援活動 5 補助金等交付 - - -

7
特定非営利活動法
人２４時間みまもり社
会を創る会・笑顔

1120005018520 居住支援活動 5 補助金等交付 - - -

8
特定非営利活動法
人　ほっとらんど

4430005012118 居住支援活動 5 補助金等交付 - - -

5
社会福祉法人岸和
田市社会福祉協議
会

6120105006098 居住支援活動 6 補助金等交付 - - -

6 株式会社ふるさと 2010501026169 居住支援活動 6 補助金等交付 - - -

3
一般社団法人KM
ガーディアンズ

5120005020927 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

4
一般社団法人ミンナ
ソラノシタ

6400005008091 居住支援活動 6 補助金等交付 - - -

1
特定非営利活動法
人Homedoor

1120005014866 居住支援活動 9 補助金等交付 - - -

2
株式会社Ｎ・フィール
ド

5120001103529 居住支援活動 7 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省住宅局調べ（令和4年4月時点）

100 - -

目標値 ％ -

100 100 - 100

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y - 188/8

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

191/20 200/20

- 年度 4

20 - -

当初見込み 件 - 8 20 20 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

百万円/件

- 8

100

建築BIM推進会議に参加
する業界団体のうち、本事
業の結果を活用しとりまと
められたガイドラインを導
入する団体の割合を100％
とする。

建築BIM推進会議に参加
する業界団体のうち、本事
業の結果を活用しとりまと
められたガイドラインを導
入する団体の割合

成果実績 ％ - 100

達成度 ％ -

年度

100 100 -

X:実績額（百万円）／Y：補助件数（件）

- 23.5 9.6 10

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 200 -

活動内容
（アクティビ

ティ）

「建築BIM推進会議」における、BIMの標準ワークフローとその活用方策に関する議論の成果をとりまとめたガイドライン第２版（令和４年３月末
策定）を、建築プロジェクトに試行的に活用し、BIMの導入・活用のインセンティブとなる定量的な効果およびBIMを効果的に活用するための共通
課題の解決について検証を行う事業に対し、その検証費用の支援を行う。

実際の建築プロジェクトに
おいて、定量的なメリットや
具体的な課題、改善方策
等を洗い出し、結果の公表
を実施

本事業において定量的なメ
リットや具体的な課題、改
善方策等を検証した事業
のうち、年度内に結果の公
表を行った件数。

活動実績 件

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

200 - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 96% 97%

執行率（％） - 96% 97%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

官民が一体となって建築分野でのBIMの推進を図る目的で設置した「建築BIM推進会議」（令和元年６月設置）における、BIMの標準ワークフローとその活用
方策に関する議論の成果をとりまとめたガイドライン第２版（令和４年３月末策定）を、建築プロジェクトに試行的に活用し、定量的なメリットや具体的な課題、
改善方策等の報告を行う事業に対し、その検証費用の支援を行う。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 188 191

計 0 196 197 200 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

-

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - 196 197 200 -

補正予算 -

- - - - -

事業名 BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和4年度 担当課室

2022 国交 21 0021

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

建築分野における人手不足解消や働き方改革、国際競争力の強化等を図るため、実際の建築プロジェクトにおけるBIMの試行を通じ、建築業界内でのBIM
の活用・導入に係る共通課題を解決するガイドラインをとりまとめ、ガイドラインに基づくBIMの有効活用・導入を加速させることにより、建築分野の生産性向
上を図る。

建築指導課 課長　宿本 尚吾

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
令和3年度公開プロセスを踏まえ、定量的な成果目標への見
直しを行った。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 当初見込み通りの活動実績である。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
選定及び契約に係る審査の中で、事業の内容に応じた費
目・使途の妥当性について確認している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
必要な検証事項を精査し、当該検証に要する費用を支援し
ており、受益者との負担関係は適切である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
前年度の執行状況を考慮し、事業者ごとの補助額を決定し
ている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

令和3年度公開プロセスを踏まえ、令和2、3年度の検証の成
果物について広く公開し、周知を行っている。また、本事業に
おける検証結果を反映して改訂したガイドライン第２版を国
土交通省HPにおいて公開することにより、アウトカムに結び
つけた。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 公募により複数の提案の中から事業者を選定しており、令和
3年度は40件の提案があった。その審査では事業の波及性
及び先駆性や、事業を的確に遂行する技術能力、経理・事
務の管理体制及び費目・使途の妥当性について確認してい
る。また、学識経験者からなる評価委員会の評価も経たうえ
で事業者を選定している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

人口減少、高齢化が進む中、他分野と同様、建築分野にお
ける生産性向上は喫緊の課題である。このため、BIMの活用
を促進するとともに、効率的に活用されるための市場環境を
整備することは、社会的な課題である建築分野の生産性の
向上に直結するものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）及び成長
戦略フォローアップ（令和元年6月21日、令和2年7月17日、令
和3年6月18日閣議決定）において、次世代インフラの生産性
向上に係る具体的施策としてBIMの活用促進が挙げられて
いる。特に建築生産の分野横断的な課題が多くあることか
ら、国が主導して戦略的に検討を進め、早急に市場環境を整
備する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

官民で検討を進める建築BIM推進会議と連携し、本事業の
成果に基づきBIMの活用促進について戦略的に検討を進め
ている。人口減少、高齢化が進む中、建築分野における生
産性向上は喫緊の課題であり、本事業による試行検証は成
長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）に挙げら
れた優先度の高いものである。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/content/001509902.pdf

該当箇所 P2

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-



2021 国交 20令和3年度

令和2年度 国土交通省 新02 0002

0022

平成30年度

令和元年度

平成28年度

平成29年度

平成26年度

平成27年度

平成25年度

予
定
通
り

終
了

本事業の過年度の取組みについては、今年度をめどに検証事例集を作成し、国土交通省HPにおいて公表を行う等、普及に努めるとともに、更な
る施策の検討に向け、引き続き建築BIM推進会議において議論を行う。また、本事業の成果を踏まえて、新規事業において建築BIMの社会実装を
加速化させる取組に対する支援を行う予定である。

備考

【過去に対象となった公開プロセス】
・実施年：令和3年度
・レビューシート番号・事業名：2021-国交-20-0022・BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業
・結果：事業内容の一部改善

・取りまとめコメント：
①事業の成果測定について、定量的に整理し、情報公開も併せて行うべき。
②アウトカム目標の見直しや政策との関連性等、レビューシートの記載を改善すべき。
③ICTの環境要素が障害であるかどうかも検証すべき。
④６割が期待通りの成果が出ていないが、原因究明を徹底すべき。
⑤明確なテーマ、目的意識をもって、モデル事業の採択を行うべき。
⑥モデル事業を地方公共団体にも普及させていくべき。

・対応状況の概要：
①事業の成果測定については、本事業によって報告された改善方策について、定量的に整理を行っているところであり、令和4年度内に検証事例集として公表予
定。また、モデル事業の取組・成果等については、一般に公開している建築BIM環境整備部会における報告・議論、報告書の国土交通省HPにおける公開など、積
極的に情報公開を行っているところ。
②アウトカムについて、定量的な指標（建築BIM推進会議に参加する業界団体のうち、本事業の結果を活用しとりまとめられたガイドラインを導入する団体の割合）
への見直しを行った。
③④BIMを導入しても期待通りの成果が出ない企業が多い原因について、令和3年度補助事業者へのヒアリング等による深堀り調査を行っているところ。また、令
和4年度実施予定のアンケート調査において、導入していない理由に「ICT環境が整っていないこと」を加えて調査を行うなど、ICT環境要素が障害であるかについ
ても検証を行う。
⑤モデル事業の対象事業の選定にあたっては、令和2、3年度に検証された内容および引き続き検証が必要な課題の整理により、募集するテーマを具体化した。
令和2、3年度の取組み内容を公表したうえで、これまでの検証内容との重複を排除した募集内容を提示し、公募を行っているところ。
⑥モデル事業における成果を踏まえ、建築BIM推進会議での議論を通じて地方公共団体へ普及させていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業名事業番号

外部有識者の所見

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

本事業の過年度の取組みを検証し、建築BIMのさらなる普及促進のための効果的な施策を検討するよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
令和3年度公開プロセスを踏まえ、定量的な成果目標を設定するとともに、令和2、3年度の成果物について広く公開を行っている。また、事業趣
旨に基づき、これまでの検証結果を踏まえた課題設定による公募を行い、多くの提案から必要な事業を選定し、検証を実施している。

改善の
方向性

多くの提案を適切に審査し、その中から必要な事業を選定するため、審査体制の強化を図る。また、本事業の成果について引き続き広く公開
し、周知することにより、成果目標を着実に達成する。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

40 - -2
新菱冷熱工業株式
会社

8011101010326

発注者でもある設備専門の
施工者が提案する新築の
研究施設（地上３階建てS
造、延べ面積約5,000㎡）の
設計・施工段階における
BIM活用プロジェクトであ
り、BIMを活用した各種検
討による空間性能と建築コ
ストの予測、設計段階にお
ける施工技術コンサルティ
ングの導入による施工計画
の前倒しによる合理化等、
BIM活用による効果検証と
課題の分析を行う。

25 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
大和ハウス工業株式
会社

6120001059662

仮想の全国チェーン施設
（地上１階建て、S造、延床
面積約1100㎡）および実物
件（地上４階建て、S造、延
床面積約17，000㎡）の設
計～維持管理段階におけ
るBIM活用プロジェクトであ
り、BIM標準の発注者メリッ
トおよびデジタルツインによ
る維持管理情報の発注者
メリット等の効果検証と課
題の分析を行う。

30 補助金等交付 40 - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 30 計 11

庁費 BIMモデルデータを活用した検証費用等 8.2 庁費
評価委員会委員への報償費、委託料、使
用料及び貸借料等

2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 補助事業実施のための人件費 19.9 人件費 補助事業の評価業務実施のための人件費 9

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.大和ハウス工業株式会社 B.株式会社市浦ハウジング＆プランニング

費　目 使　途

旅費
BIMを活用した現場へのヒアリングにかかる
経費

1.9

国土交通省

191百万円

【補助金等交付】

Ａ．民間事業者等（20者）

180百万円

建築BIM推進会議における議論の成果を

実際の建築プロジェクトに活用し、課題や改善方策の

報告を行う

Ｂ．民間事業者等（1者）

11百万円

BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モ

デル事業に関する評価業務を実施

【補助金等交付】



-

- -

8 株式会社奥村組 7120001004931

新築の事務所（地上4階建
てS造、延床面積約1,300
㎡）、研究施設（地上2階建
てS/RC造、延床面積約980
㎡）の設計・施工～維持管
理段階におけるBIM活用プ
ロジェクトであり、発注者目
線でのFMシステム構築、
改修工事における業務量
等の効果検証と課題の分
析を行う。

10 補助金等交付 40 -

40 - -

7 株式会社日建設計 9010001006111

設計者と施工者が共同提
案する設計・施工分離型発
注方式の事務所ビル（地上
５階建て、Ｓ造一部SRC
造、延べ面積約14,500㎡）
の設計、施工段階における
BIM活用プロジェクトであ
り、既にBIMを用いて設計・
施工を行ったプロジェクトに
ついて、ガイドラインに沿っ
た形での設計・施工のデー
タ連携、維持管理BIM作成
業務、ライフサイクルコンサ
ルティング業務等の有効性
の効果検証と課題の分析
を行う。

10 補助金等交付 40

6 株式会社梓設計 9010701000413

設計者と施工者が共同提
案する設計・施工分離型発
注方式の事務所ビル（地上
５階建て、Ｓ造一部SRC
造、延べ面積約14,500㎡）
の設計、施工段階における
BIM活用プロジェクトであ
り、VRモックアップ、維持管
理段階の継続的な管理を
想定した維持管理BIM等の
効果検証と課題の分析を
行う。

10 補助金等交付

-

5
株式会社安井建築
設計事務所

5120001091146

設計者が発注者と共同提
案する本社ビル（地上7階
建てRC造、延床面積約
48,000㎡）の設計・施工～
維持管理段階におけるBIM
活用プロジェクトであり、設
計・施工BIMから維持管理
へデータ連携を行う上での
課題整理、運用・維持管理
段階におけるBIM活用の効
果検証、BIMとIoT環境セン
サーとの連携による執務環
境の可視化・分析・改善に
よるビルオーナー・建物利
用者のメリットの確認等、維
持管理段階におけるBIM活
用による効果検証及び課
題の分析を行う。

11.6 補助金等交付 40 - -

- -

4
日建設計コンストラク
ション・マネジメント株
式会社

6010001099364

新築の自社用事務所ビル
等の企画・基本設計段階及
び維持管理段階における
BIM活用プロジェクトであ
り、企画・基本設計段階に
おけるボリューム検討や
フィージビリティスタディの
際の発注者自らのBIMの活
用による合意形成の円滑
化及びプロジェクト方針決
定の効率化、維持管理に
最適化された比較的簡素
なモデリングと標準データ
ベースの構築による維持管
理作業の効率化等の効果
検証及び課題分析を行う。

15 補助金等交付 40 -

3
株式会社アンドパッ
ド

4010403009022

木造住宅の設計・施工段階
におけるBIM活用プロジェ
クトであり、関係事業者間
でのBIMデータ等の情報共
有による業務生産性の向
上効果、設計・施工品質の
向上効果、注文・自由設計
住宅におけるBIMの活用に
よる工期の削減効果等の
効果検証及び課題分析を
行う。

16.6 補助金等交付 40



B

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696
補助事業の取組に関する
評価業務、取りまとめを実
施

11 補助金等交付 2 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

40 - -10
株式会社竹中工務
店

3120001077469

建設会社が提案するほぼ
同規模の２棟の事務所ビ
ル（地上３階建てRC造、地
上２階建てS造）の企画～
設計・施工～維持管理の初
期段階までのプロセスにお
けるBIM活用プロジェクトで
あり、デザインの最適化、
BIMデータの活用・展開と
工業化、設計から生産・FM
までのシームレスなデータ
連携の実現による生産性
向上等の効果検証と課題
の分析を行う。

6.9 補助金等交付

9
スターツアセットマネ
ジメント株式会社

7010001090371

施工中の新築賃貸共同住
宅（地上14階建てRC造）お
よび同種の仮想物件の設
計・施工段階のプロセスに
おけるBIM活用プロジェクト
であり、BIM活用における
電子商取引の促進に向け
たな属性情報の整理やBIM
モデル作成手法の確立に
向けた検証を行う。

8.4 補助金等交付 40 - -



事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月18日閣議決定）第２　目標６」
（長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定件数）国土交通省住宅局調べ（全国の所管行政庁の認
定実績）

136 - -

目標値 万戸 -

- - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

Ｘ/Ｙ - 424.3/22

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

472.0/21 500/25

年度 12

21 -

当初見込み 件 - 25 27 25 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

- 22

250
令和12年度までに認定長
期優良住宅のストック数を
約250万戸とする

認定長期優良住宅のストッ
ク数

成果実績 万戸 113 124

達成度 ％ -

年度

- - -

Ｘ：執行額（百万円）／Ｙ：採択事業件数（件）

- 19.3 22.5 20

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 500 600

活動内容
（アクティビ

ティ）

大工技能者等に関係する民間団体等が全国的に実施する又は地域における複数の大工技能者関係機関が連携して実施する大工技能者等の確保・育成
の取組を支援するとともに、都市木造建築物の設計に資する技術情報を集約・整理し、設計者へ一元的に提供する情報インフラの整備、具体の設計に対
する技術サポート及び都市木造建築物の設計に資する講習に関する取組に対する補助を行う。

民間団体等における取組
の実施

採択事業件数
活動実績 件

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

500 600 木造住宅・都市木造建築物の生産体制整備をより一層推進するた
め。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 85% 94%

執行率（％） - 85% 94%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

大工技能者等に関係する民間団体等が全国的に実施する又は地域における複数の大工技能者関係機関が連携して実施する大工技能者等の確保・育成
の取組を支援するとともに、都市木造建築物の設計に資する技術情報を集約・整理し、設計者へ一元的に提供する情報インフラの整備、具体の設計に対
する技術サポート及び都市木造建築物の設計に資する講習に関する取組に対して支援する。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 424 472

計 0 500 500 500 600

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - 500 500 500 600

補正予算 -

- - - -

事業名 木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和4年度 担当課室

2022 国交 21 0022

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

木造住宅を担う大工技能者の減少・高齢化が進行する中、処遇改善、働き方改革、外国人受入れや女性活躍等といった環境変化に対応しつつ、大工技能
者を確保・育成することを目的とする。また、拡大余地のある非住宅や中高層の木造建築物（都市木造建築物）について、これを担う設計者等を支援するこ
とにより、都市木造建築物の生産体制を整備することを目的とする。

住宅生産課木造住宅振興室 室長　石井　秀明

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



成果実績 兆円 - -

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
成果実績の引き上げに向け、木造住宅・都市木造建築物の
生産体制の更なる整備等に取組む必要がある。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 採択実績は概ね見込みに見合ったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

○
補助事業者に対して、補助金の使途やその必要性の説明を
求め、不用なコスト削減に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
補助事業者に対して、補助金の使途やその必要性を確認
し、不用なコストの削減に努めることにより、真に必要なもの
に限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○

大工技能者等の確保・育成の取組、都市木造建築物の設計
に資する技術情報を設計者へ提供する情報インフラを整備
する取組、都市木造建築物の設計に関する講習・技術サ
ポート体制の整備に係る費用に限定して支出することとして
おり、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
補助事業者に対して、補助金の使途やその使途や必要性を
確認し、不用なコストの削減に努めており、単位コスト等の水
準は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○ 補助金の支払いは、事業完了後に行うこととしている。

本事業により作成したテキスト等のホームページ上での公開
や中規模木造建築物ポータルサイトの整備など、技術の普
及・波及のために活用している。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 　１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

提案の公募を行い、審査を経て、補助事業を選定した。
一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

新築、リフォーム等により国民へ住宅を供給する地域の大工
職人の減少対策、本格的な利用期を迎えている我が国の森
林資源の活用法の２つの課題解決に向けた取組を行う本事
業は、国民及び社会のニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

大工育成、木材活用の課題解決において、全国規模、各地
方の工務店協会や、木造関係団体との連携は不可欠となっ
ており、地方自治体や民間ではなく、国が主導して事業を推
進する方が効率的なため。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

急激な減少を続ける大工職人数の確保は優良な住宅供給、
リフォーム等によるストックの活用を行う上で不可欠である。
また、本格的な利用期を迎えている我が国の森林資源は、９
秒で住宅１戸分と秒単位で量を増しており、森林資源活用は
地域活性化を実現するためにも重要な戦略資源となるため、
緊急課題となっている。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月19日閣議決定）第２　目標６」
(総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」)、（国土交通省（2018）平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省（2018）「平成30年建築
着工統計」）、（国土交通省（2018）「平成30年住宅着工統計」）、（国土交通省（2018）「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住
宅リフォーム）国土交通省住宅局調べ（H30）

- - 14

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模を令和12年
までに14兆円まで引き上げ
る。

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模
（H30:７兆円）
※「住宅・土地統計調査」
は５年に一度の調査である
ため、実績は「－」となって
いる。

達成度 ％ - - - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

兆円 - -

　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

-



- -

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

2021 国交 20

国土交通省 新32 0003

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 新02 0003

0023

平成30年度 -

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成26年度 -

平成27年度 -

-

平成25年度 -

年
度

内
に

改
善

を
検

討 現在設定している指標を再検討する。その結果を踏まえて過年度の取組を検証し、より効果的な執行に努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

-

事業名事業番号

外部有識者の所見

・木造建築技術の継承（人材育成，建設物の維持・保存など）が事業目的だと理解しましたが，アウトプット指標，アウトカム指標がかけ離れている印象です．これ
では，事業成果を効果的にひきあげているかどうか，判定できないと思いました．

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了

予
定

本事業の過年度の取組みを検証し、大工技能者の確保・育成等といった本事業の目的に資するより効果的な施策を検討すべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果 事業が適切に執行されていることを確認した。

改善の
方向性

成果報告会の開催等を通じて、全国の取組の共有を図る。また、受講者アンケートの結果や受講実績を踏まえ、より効果的で体系的な事業に
限定し、執行するよう努める。

平成24年度

国土交通省

４７２百万円

Ａ．一般社団法人木を活かす建築

推進協議会

４４１百万円

C．公益財団法人 日本住宅・木材

技術センター

３１百万円

【補助金等交付】

【補助金等交付】

Ｂ．民間団体等（１８団体）

３９９百万円

大工技能者等に関係する民間団体等が実

施する大工技能者等の担い手確保・育成

の取組に係る事業を実施

・大工技能者等の担い手確保・育成の取組に係る事業に関す

る事務及び事業の提案の評価を行う事業の実施

・都市木造建築物の設計に資する講習に関する取組に係る事

業の実施

都市木造建築物の設計に資する技術情報を集約・

整理し、設計者へ一元的に提供する取組及び具体

の設計に対する技術サポートに関する取組に係る

事業を実施

【補助金等交付】



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人　日本
住宅・木材技術セン
ター

5010605002253
都市木造建築物設計支援
情報の一元化

31 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10
一般社団法人　福島
県工務店協会

7380005011915
地域の大工技能者育成、
施工技術向上のための研
修等

9.6 補助金等交付 - - -

- -

9
一般社団法人　日本
CLT協会

9010005022328
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

12.1 補助金等交付 - -

- - -

8
一般社団法人　東北
建設技能協会

9370005003341
地域の大工技能者育成、
施工技術向上のための研
修等

12.2 補助金等交付 -

7
一般社団法人　富士
山木造住宅協会

3080105003292
地域の大工技能者育成、
施工技術向上のための研
修等

13.3 補助金等交付

-

6
愛知県建設団体協
議会

-
地域の大工技能者育成、
施工技術向上のための研
修等

18.4 補助金等交付 - - -

- -

5
一般社団法人　全国
木造建設事業協会

2010005017482
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

39.8 補助金等交付 - -

- - -

4
全国建設労働組合
総連合

6011105001158
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

49.9 補助金等交付 -

3
一般社団法人　全国
住宅産業地域活性
化協議会

2010005017656
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

59.7 補助金等交付

-

2
一般社団法人　ＪＢ
Ｎ・全国工務店協会

1010005013251
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

68.8 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人　住宅
産業研修財団

6010405006271
大工技能者育成、施工技
術向上のための研修等

82.3 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人　木を
活かす建築推進協
議会

6010405007831

大工技能者育成等のため
の研修事業の評価・事務事
業及び都市木造建築物設
計支援情報の一元化

441 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 31 計 0

旅費 委員・事務局等旅費 0.1

人件費 補助事業実施のための人件費 5.8

庁費 報奨金・需用費・役務費等 25.1

C.公益財団法人　日本住宅・木材技術センター D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 441 計 82.3

その他 間接交付金 398.9

人件費 補助事業実施のための人件費 15.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 報奨金・需用費・役務費等 26.5
人件費・旅費・
庁費等

補助事業実施のための経費 82.3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人　木を活かす建築推進協議会 B.一般財団法人　住宅産業研修財団

費　目 使　途

旅費 委員・事務局等旅費 0.1



事業番号 - - -

（ ）
事業名 住宅市場を活用した空き家対策モデル事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和3年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

2022 国交 21 0023

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

全国における空き家対策を加速化させることを目的として、自治体と専門家等と連携した空き家対策の相談体制の構築、住宅市場を活用した空き家対策に
関する新たなビジネスの構築、ポストコロナ時代を見据えて顕在化した新たなニーズに対応した総合的・特徴的な取組等に体して支援を行う。

住宅総合整備課住環境整備室 室長　豊嶋　太朗

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - - 359 350 450

補正予算 -

- - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

相談窓口等の空き家対策の執行体制の整備が必要な自治体が、NPO、法務、不動産、金融などの専門家と連携し空き家対策の相談体制を構築する取組
や、空き家に係る全国共通の各種課題に対して民間事業者等が主体となって住宅市場を活用した空き家対策に係る新たなビジネスの構築などモデル的な
取組、ポストコロナ時代を見据えて顕在化した、移住・定住・多地域居住など新たなニーズに対応した総合的・特徴的な取組を支援し、その成果の全国への
展開を図る。
補助率：定額補助

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 0 343

計 0 0 359 350 450

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

350 450 空き家の発生を抑制する官民連携の取組や空き家関連ビジネスのス
タートアップへの支援を強化するため。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 96%

執行率（％） - - 96%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 350 450

活動内容
（アクティビ

ティ）

自治体と専門家等が連携した空き家対策の相談窓口など空き家対策の相談体制を構築する取組、民間事業者等が行う住宅市場の機能を活
用した空き家対策に係る新たなビジネス構築等のモデル的な取組、また、ポストコロナ時代を見据えて顕在化した新たなニーズに対応した総合
的・特徴的な取組に対して支援を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

専門家等と連携した空き家
対策の体制の構築を行う
団体数

専門家等と連携した空き家
対策の体制の構築を行う
団体数

活動実績 団体 - -

単位 令和元年度

23 - -

当初見込み 団体 - - 35 20 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 団体 - - 25 25 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

住宅市場を活用した空き家
対策に係る課題解決のモ
デル的な取組

住宅市場を活用した空き家
対策に係る課題解決のモ
デル的な取組を行う団体数

活動実績 団体 - -

活動目標 活動指標

46 - -

343/69 350/70
X:実績額（百万円）／Y:実施団体数

単位当たり
コスト

百万円／団体 - - 5 5

計算式

単位当たり
コスト

-

当初見込み 団体 - - - 25 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y - -

- -

5年度
活動見込

ポストコロナ時代を見据え
て顕在化した新たなニーズ
に対応した総合的・特徴的
な取組

ポストコロナ時代を見据え
て顕在化した新たなニーズ
に対応した総合的・特徴的
な取組を行う団体数

活動実績 団体 - -
活動目標及び

活動実績
（アウトプット）



事業名事業番号

１　居住の安定の確保と暮らしやすい居住環境・
良質な住宅ストックの形成を図る

P.70

％ 86.8 95.6

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 7 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

100 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省住宅局調べ

80.2 - -

目標値 ％ - - - - 80
令和７年度までに全市区町
村の概ね８割が空家等対
策計画を策定する。

空家法に基づく空家等対策
計画を策定した市区町村
数の全市区町村数に対す
る割合

成果実績 ％ 69.4 76.5

達成度

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P1（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

募集要領に定める審査基準に基づき、適切に選定することと
している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

人口減少・少子高齢化等により空き家は今後も増加が見込
まれており、空き家対策を進めることは喫緊の課題である。
本事業は、全国の空き家対策を一層促進するものであり、
ニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

相談窓口等の空き家対策の執行体制の整備が必要な自治
体については、専門家等と連携した空き家対策の相談体制
の構築を支援する必要がある。また、空き家対策の課題解
決を図るモデル的な取組やポストコロナ時代を見据えて顕在
化した新たなニーズに対応した総合的・特徴的な取組を支援
し、その成果を全国に効率的に展開するものであることか
ら、国が支援する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

空き家対策は経済財政運営と改革の基本方針 2022、デジタ
ル田園都市国家構想基本方針、新しい資本主義のグランド
デザイン及び実行計画において位置づけられており、また住
生活基本計画において「目標７空き家の状況に応じた適切な
管理・除却・利活用の一体的推進」として重点的な施策に位
置づけられており、本事業は優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業者に対して補助金の使途を確認の上、費目・使途が事
業目的に即しているか等の審査を行うこととしている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
空き家対策のうち、先導性のあるモデル的な取組に限定して
支援を行うこととしており、受益者との負担関係は妥当であ
る。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐ -

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ‐ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

外部有識者の所見

特にありません

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業の過年度の取組みを検証し、空き家に関するビジネスニーズや技術開発の動向を踏まえ、空き家の利活用・除却をより効果的・効率的に進
めることができるよう見直しに努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
専門家等との連携体制を構築し新規にワンストップ窓口を設置する取組や自治体など地域住民と連携して空き家の発生抑制を行うモデル的な
取組など、多くの成果が得られ、これを横展開することにより、市区町村が取組を進める上での参考となっており、本事業の一定の成果が見ら
れる。

改善の
方向性

引き続き、本事業における取組をホームページや各説明会等を通じて広く情報提供し、全国に取組の成果を横展開することで本事業がより効
果的なものとなるよう努める。

執
行
等
改

善
これまでに本事業を活用した取組の成果や昨今の空き家対策に関するビジネス等の動向を踏まえた採択を行い、より効果的・効率的な予算執行
に務める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成30年度 新30-0002

令和元年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 国土交通省 0018

00012021 国交 新21

国土交通省 0020

国土交通省

343百万円

Ａ．価値総合研究所

17百万円

NPO、法務、不動産、金融などの専

門家等と連携した空き家対策の体

制の構築や、住宅市場を活用した

空き家対策に係る課題解決のモデ

ル的な取組を実施

【補助金等交付】

補助事業者の採択等に係る評価事

業を実施

Ｂ．価値総合研究所

310百万円

補助金の交付等に係る事務事業を

実施

Ｃ．地方公共団体、民間事業者等

（68団体）

301百万円

【補助金等交付】

【補助金等交付】

D．一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会

17百万円

【補助金等交付】

全国空き家対策推進協議会を運営



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社 価値総合研究所 B.株式会社 価値創造研究所

費　目 使　途

人件費 担当者人件費 9

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費等 担当者人件費、報償金、委託料 17 補助金 補助事業者への補助交付金（68団体） 301

C.特定非営利活動法人都市環境協会 D.一般社団法人すまいまちづくりセンター連合会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 17 計 310

その他
報奨金、賃金、需用費、役務費、使用料及
び賃借料

3 人件費 担当者人件費 2

人件費 担当者人件費 8 その他 報償金、消耗品費、使用料及び賃借料 4

委託料
(一社)全国空き家相談士協会新潟支部（物
件調査、事業計画書作成等）など

10 委託料
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）
（協議会運営補助）等

11

計 21 計 17

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
.株式会社 価値総合
研究所

3010401037091
補助事業者の採択等に係
わる評価事業

17 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
.株式会社 価値総合
研究所

3010401037091
補助事業者の採択等に係
わる事務事業

310 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

- -

2
株式会社エンジョイ
ワークス

7021001046230

増加する空き家等を再生・
利活用すべく、全国の宅建
業者を対象とした空き家再
生ノウハウ・ビジネスを啓
発するセミナーを実施する
とともに、オンラインで投資
家への説明会等を行い、物
件借上げスキームの構築、
物件の改修資金調達を実
施。

14 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
特定非営利活動法
人都市環境協会

8110005000877

新潟市において、介護施設
入所時の空き家の発生と
市場性を失った空き家の再
流通を促進すべく、介護施
設入居者と親族に対する
管理義務の啓発、および専
門家による相談体制構築と
市場流通支援を実施。

21 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 株式会社スピーク 8011001048037

下町エリア（荒川区）と郊外
エリア（東村山市）におい
て、地域特性によって発生
する空き家の予防・再生を
図る。下町エリアにおいて
は地域活動の立ち上げを
目指す若者向け人材育成
プログラムを構築し、プログ
ラムを通じて建物所有者と
の関係構築や活用提案を
実施。郊外エリアでは、空
き家活用コストを低減する
モデルを構築・検証。

11 補助金等交付 - - -



D

- - -

5
ほっかいどう空き家
活用ネットワーク

-

北海道内の小規模自治体
における専門家との連携体
制を構築すべく、地元事業
者アンケート等を通じた担
い手の発掘、空き家実態調
査による所有者探索、相談
会、及び空き家情報データ
ベース整備、遠隔地在住所
有者に代わる空き家適正
管理モデル事業等を実施。

8 補助金等交付 -

4
Ｊａｐａｎ．ａｓｓｅｔ　ｍａ
ｎａｇｅｍｅｎｔ株式会社

9011001112477

良好な街並みを保存しか
つ、ストック型住宅市場へ
の転換を実現すべく、世田
谷区、大田区を対象に、事
業ブランド及びウェブサイト
を構築し戸建てオーナーか
ら事業者まで認知しやすい
環境を整備。また、リノベー
ション物件をモデルルーム
とした運営・イベント等を実
施。

10 補助金等交付

-

7
特定非営利活動法
人ふるさと福井サ
ポートセンター

2210005009121

福井県美浜町において、主
体性を持つ集落の育成と
移住者の定住へつなげる
べく、 集落へのヒヤリング、
移住者情報提供、集落
ルールブックの作成サポー
ト等を実施。

7 補助金等交付 - - -

- -

6 株式会社LIFULL 1010401091628

全国版空き家バンクの更な
る物件数・自治体参加数の
増加、サイトの利便性向上
によるユーザー獲得に向け
て、自治体職員向けレポー
ト配信、オンラインセミ
ナー、新規参画自治体の
物件情報入力代行等を実
施。

7.5 補助金等交付 - -

- -

10
一般社団法人太宰
府市空家予防推進
協議会

2290005017926

太宰府市における空き家
活用の見える化と地域に寄
り添った活用につなげるべ
く、相談から空き家活用ま
での流れを事例で見える
化、各団体の活動や空き家
の活用イメージを見える
化、相談窓口の強化、協議
会による空き家活用を実
施。

6 補助金等交付 - -

- - -

9
一般社団法人チーム
まちづくり

6010005018320

逗子市及び大磯町におい
て、高齢者がストレスなく実
施に移すため、弁護士、税
理士、宅建事業者、地元工
務店等が連携して、実施へ
の手順、内容、費用等を市
場とのやりとりを介して「空
き家予防計画実施提案書」
として作成し、セミナーにて
参加者へ周知。

7 補助金等交付 -

8 株式会社テダソチマ 9380001030264

須賀川市において空き家
バンク登録物件の流通促
進及び移住定住促進に繋
げるため、地元大学生によ
るDIYリフォームを行い、
ペットと住めるお試し住宅と
して、リフォームプロセスを
まとめた動画とともに物件
情報を空き家バンクで周
知、生活体験の場として運
営開始。

7 補助金等交付

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -1
一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

4011105004468

全国の空き家対策の取組
事例等の情報収集・整理を
行い、地方公共団体等へ
の情報提供・共有のプラッ
トフォームを設置・運営。

17 補助金等交付



事業番号 - - -

（ ）

　成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和3年3月18日閣議決定）第２　目標６」
（長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定件数）国土交通省住宅局調べ（全国の所管行政庁の認
定実績）

136 - -

目標値 万戸 -

- - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

X/Y - -

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

14.7/2 45/4

- 年度 12

2 - -

当初見込み 件 - - 5 4 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

- -

250
令和12年度までに認定長
期優良住宅のストック数を
約250万戸とする。

認定長期優良住宅のストッ
ク数

成果実績 万戸 113 124

達成度 ％ -

年度

- - -

X:実績額（百万円）／Y：支援件数（件）
- - 7.4 11.3

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 45 45

活動内容
（アクティビ

ティ）

モデルプロジェクトにおける設計・手続きの検証に関する事業や長期優良住宅の認定取得に係る留意点等の整理・周知に関する事業を行おう
とする者に対して支援する。

認定取得促進に向けたモ
デル的な取り組みの実施

支援件数（本事業で支援す
るプロジェクトの件数）

活動実績 件

主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

45 45 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 75%

執行率（％） - - 75%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

改正後の長期優良住宅法に基づく円滑な認定の取得を促進するため、見直しの内容に沿って認定取得を行う先行事例をモデルとし、設計・手続きを検証し
た上で、認定の取得にあたって参考となる標準的な設計方法や手続きに関する留意点等をとりまとめ、広く周知を行う事業を支援する。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 0 15

計 0 0 20 45 45

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - - 20 45 45

補正予算 -

- - - -

事業名 長期優良住宅認定取得促進モデル事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和3年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

2022 国交 21 0024

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

制度創設から10年が経過した長期優良住宅認定制度について、令和３年３月にとりまとめられた「社会資本整備審議会　住宅宅地分科会・建築分科会 既
存住宅流通市場活性化のための優良な住宅ストックの形成及び消費者保護の充実に関する小委員会」において、共同住宅を中心に認定実績が伸び悩ん
でいることが指摘されており、認定取得促進に向けた、認定基準、認定手続き等に関する制度見直しを予定しているところであり、見直し後の認定基準、認
定手続きに基づく円滑な認定の取得の促進を目的とする。

住宅生産課 課長　山下　英和

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △ 認定件数を引き上げるため、引き続き取組が必要である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △
令和３年度当初予算による事業実施事業者について、支援
件数が見込みを下回ったことから、当該年度の活動実績は
見込みを下回っている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

本事業は、見直し後の認定制度、基準に基づき認定を取得
するモデルプロジェクトへの支援と、それを踏まえた留意点
等の周知を行うものであり、住宅の質の向上に向けた長期
優良住宅認定取得促進に真に必要なものに限定される。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○ 支援件数が、当初の見込みを下回ったため、不用が生じた。

○ 事業の実施に必要な費用に限定して支出する。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
調査設計・実施・成果物作成を行わせるために必要な費用
のみを支出しており、単位あたりの調達水準は妥当なものと
なっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

業務成果を確認し、今後の施策の展開に向けて、成果は十
分に活用できるものと考える。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

公募により選定する。
一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

共同住宅を中心とした認定実績の伸び悩みが指摘されてお
り（新築住宅の住宅着工に対する認定取得割合（令和元年
度）が、戸建住宅：24.7%、共同住宅等：0.2%）、優良なストック
形成・掘り起こしを進めていくため、認定を促進する必要があ
る。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

見直しを予定している認定基準、認定手続きに沿って認定取
得を行う先行事例について、国がモデル事業とし、設計・手
続きを検証した上で、認定の取得にあたって参考となるよう
留意点等を取りまとめ、周知を行う必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
認定長期優良住宅のストック数は、「住生活基本計画（令和
３年３月19日閣議決定）」における成果指標に位置づけられ
ており、本事業は優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

２　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良
質な住宅ストックの形成を図る

-

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
令和３年度は、見直し後の長期優良住宅法の認定基準や認定手続きに基づく認定の取得促進に向け、参考となる標準的な設計方法の検討、
またその周知方法の検討等について支援を行った。なお、当初の支援件数が想定を下回っている状況。

改善の
方向性

本事業の更なる周知を通じた申請件数の増加に努める。



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

2021 国交 新21

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 10 計 0

人件費 補助事業実施のための人件費 0.6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 賃金役務費使用料及び賃借料 9.4

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人住宅性能評価・表示協会 B.

費　目 使　途

令和3年度

令和2年度 国土交通省 新03 0002

0002

旅費 旅費 0

平成30年度

令和元年度

平成28年度

平成29年度

平成26年度

平成27年度

平成25年度

現
状
通
り

ご指摘を踏まえ、本事業の関係者へのより一層の周知を図るように努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

外部有識者の所見

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の

一
部
改
善

本事業の過年度の結果から申請件数が少ない原因を分析し、より多くの認定案件を形成するため、本事業について関係者へのより一層の周知徹
底を図るなど対策を講じるよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度

国土交通省

１５百万円

A. 民間事業者（２社）

１５百万円

見直しの内容に沿って認定取得を行う先行事例をモ

デルとし、設計・手続きを検証した上で、認定の取得

にあたって参考となる標準的な設計方法や手続きに

関する留意点等をとりまとめ、広く周知を行う事業

【補助金等交付】



支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

- -2
一般社団法人日本
建築構造技術者協
会

7010005018699

長期優良住宅の認定取得
促進に向けた設計方法や
手続きに係る留意点等の
整理、周知に関する業務

5 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人住宅
性能評価・表示協会

5011105004467

長期優良住宅の認定取得
促進に向けた設計方法や
手続きに係る留意点等の
整理、周知に関する業務

10 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

補助事業の廃止による減額。

予算
の状
況

活動目標及び
活動実績

（アウトプット） 住宅瑕疵等に係る情報の
管理数を増やす

住宅瑕疵等に係る情報の
管理数

単位当たり
コスト X：執行額／Y：住宅瑕疵等に係る情報の管理数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和12年度までに既存住
宅流通及びリフォームの市
場規模を14兆円まで引き上
げる。

既存住宅流通及びリフォー
ムの市場規模

成果実績 兆円 - - - - -

目標値 兆円 - - - - 14

達成度 ％ - - - - -

単位当たり
コスト

百万円/万件 - - - 0.2

計算式 　X/Y - - - 88/602

中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

活動実績 万件 - - - - -

当初見込み 万件 - - - 602 -

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

計 88 0

活動内容
（アクティビ

ティ）

本事業では、民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴情報等住宅に係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止等に
資する統合的な情報インフラを整備する取組みに対して支援を行う。

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

住宅市場整備推進等事業
費補助金

88 0

執行額 - - 100

執行率（％） - - 100%

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! 100%

翌年度へ繰越し - - - -

予備費等 - - - -

計 0 0 100 88 0

当初予算 - - 100 88 0

補正予算 - - - -

前年度から繰越し - - - - -

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

既存住宅流通市場・リフォーム市場の活性化、瑕疵の発生防止の実現に向け、住宅瑕疵情報、履歴情報等住宅に係る情報を収集・分析するための統合的
な情報インフラを整備することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴情報等住宅に係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止等に資する統合的な情報インフ
ラを整備する取組みに対して支援を行う。

実施方法 補助

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度要求

2022 国交 21 0025

令和4年度行政事業レビューシート 国土交通省
事業名 住宅に係る統合的な情報インフラ整備事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度 令和3年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室 参事官（住宅瑕疵担保対策担当） 二俣　芳美



国
費
投
入
の
必
要
性

公募により補助事業者を選定する。

事
業
の
有
効
性

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」）、（国土交通省(2018)平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省(2018)「平成30年建築着
工統計」）、（国土交通省(2018)「平成30年住宅着工統計」）、（総務省(2018)「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォー
ム）国土交通省住宅局調べ（H30）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和12年度までに住宅性
能に関する情報が明示さ
れた住宅の既存住宅流通
に占める割合を50％まで引
き上げる。

住宅性能に関する情報が
明示された住宅の既存住
宅流通に占める割合

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）第２　目標６」
（総務省（2018）「平成30年住宅・土地統計調査」）、（国土交通省(2018)平成30年度住宅市場動向調査）、（国土交通省(2018)「平成30年建築着
工統計」）、（国土交通省(2018)「平成30年住宅着工統計」）、（総務省(2018)「平成30年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォー
ム）国土交通省住宅局調べ（H30）

事業番号 事業名

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐ -

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐ -

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ‐ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐ -

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

本事業は、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止を図るた
めの、一元的かつ横断的なデータベースやシステムの整備
等にかかる費用に限定して支出することとしており、受益者と
の負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

本事業は、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止を図るた
めの、一元的かつ横断的なデータベースやシステムの整備
等にかかる費用に限定して補助をしており、真に必要なもの
に限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は、民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴
情報等住宅に係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、
瑕疵の発生防止等を図るものであり、ニーズを的確に反映し
ている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業の目的である既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止
等は、地域によらず全国的に取り組むべきものであり、また、
民間が自主的に取組むことは期待できないことから、国が主
導で行うことが必要である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業は民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴情
報等住宅に係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、瑕
疵の発生防止等を図るものであり、必要かつ適切な事業で
ある。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

政策評価書
URL

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_00
0037.html

該当箇所 P2（全体版）

分野： 社会資本整備等 ３．新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所 P.71

事業所管部局による点検・改善

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価 施策

２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

目標値 ％ - - - - 50

達成度 ％ - - - - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度

成果実績 ％ 15 - - - -



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

点
検
・
改
善
結
果

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和2年度 国土交通省 0017

令和3年度 2021 国交 20 0014

平成29年度

平成30年度 新30-0001

令和元年度 国土交通省 0019

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

・とくになし

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業

内
容

の
一
部

改
善

本事業の過年度の取組を検証し、統合的な情報インフラ整備の進展の状況を明らかにするとともに、引き続き必要な住宅瑕疵情報や履歴情報等
住宅に係る情報を集めるよう努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

廃
止

過年度の取組の検証を踏まえ、本事業は終了とするが、本事業で得られた成果を活用し、住宅に係る情報の効果的な収集・分析方法について引
き続き調査・分析を行う。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

平成24年度

点検結果
本事業は、民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴情報等住宅に係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止等を図
るものとなっており、事業目的の妥当性、国の施策として推進する必要性が認められる。

改善の
方向性

引き続き、定期的に事業者の取組状況を確認する等して、効率的かつ適切な執行が行われるよう努める。

外部有識者の所見

国土交通省

100百万円

民間事業者等が保有する住宅瑕疵情

報や履歴情報等住宅に係る情報を活

用して、既存住宅の質の向上、瑕疵の

発生防止等を図る情報インフラを整備

【補助金等交付】

Ａ．協議会等（１者）

100百万円

既存住宅の質の向上や瑕疵の発生防止等を図るため、保険

法人が有する保険引受及び保険事故の情報に加え、履歴情

報や評価住宅の情報その他の住宅に係る情報を一元的かつ

横断的に管理・分析を行うデータベースやシステムの整備



　

支出先上位１０者リスト

A.

1
公益財団法人住宅リ
フォーム・紛争処理
支援センター等

7010005018856
住宅に係る統合的な情報
インフラ整備事業

100 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
計 100 計 0

庁費 委託費、役務費等 49

A.公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ター等

B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 給与 51


